






獨協大学法学部法律学科新設 

獨協学園理事長に関湊就任 

昭和 48 年(1973) 獨協医科大学を栃木県壬生町に開学 

昭和 49 年(1974) 獨協医科大学附属高等看護学院（現「看護専門学校」）開学 

獨協医科大学病院開院 

昭和 52 年(1977) 獨協大学大学院法学研究科新設 

昭和 54 年(1979) 獨協医科大学大学院医学研究科新設 

昭和 55 年(1980) 獨協埼玉高等学校を埼玉県越谷市に開校 

昭和 58 年(1983) 獨協学園創立１００周年(記念式典挙行） 

昭和 59 年(1984) 獨協医科大学越谷病院（現「埼玉医療センター」）開院 

昭和 61 年(1986) 獨協大学大学院外国語学研究科新設 

昭和 62 年(1987) 姫路獨協大学を兵庫県姫路市に開学（外国語学部ドイツ語学科、

英語学科、中国語学科、日本語学科、法学部法律学科） 

法人事務所所在地を「埼玉県草加市学園町 1 番 1 号」に変更 

平成元年(1989) 獨協大学大学院法学研究科博士課程新設 

姫路獨協大学経済情報学部経済情報学科新設 

平成 2 年(1990) 獨協大学大学院経済学研究科（経済・経営情報専攻修士課程） 

新設 

獨協大学大学院外国語学研究科（フランス語専攻修士課程、 

英語学専攻博士課程、ドイツ語学専攻博士課程）新設 

平成 3 年(1991) 姫路獨協大学大学院言語教育研究科修士課程および法学研究 

科修士課程新設 

平成 5 年(1993) 獨協大学大学院経済学研究科博士課程新設 

姫路獨協大学大学院経済情報研究科修士課程新設 

平成 6 年(1994) 獨協大学大学院外国語学研究科フランス語専攻博士課程新設 

平成 11 年(1999) 獨協大学外国語学部言語文化学科、法学部国際関係法学科新設 

平成 12 年(2000) 姫路獨協大学経済情報学部経営情報学科新設 

平成 13 年(2001) 獨協埼玉中学校を埼玉県越谷市に開校 

平成 16 年(2004) 獨協大学法科大学院新設 

姫路獨協大学法科大学院新設 

平成 17 年(2005) 獨協大学大学院外国語学研究科日本語教育専攻修士課程新設 

姫路獨協大学外国語学部スペイン語学科・韓国語学科新設 

平成 18 年(2006) 姫路獨協大学医療保健学部新設 

獨協医科大学日光医療センター開院 

平成 19 年(2007) 獨協大学国際教養学部言語文化学科新設 

獨協医科大学看護学部新設 

姫路獨協大学薬学部新設 

平成 20 年(2008) 獨協大学法学部総合政策学科新設 

姫路獨協大学外国語学部外国語学科新設 

平成 21 年(2009) 獨協大学外国語学部交流文化学科新設 

平成 23 年(2011) 獨協医科大学助産学専攻科新設 

平成 24 年(2012) 獨協医科大学大学院看護学研究科新設 
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姫路獨協大学法科大学院廃止 

平成 25 年(2013) 獨協大学経済学部国際環境経済学科新設 

獨協大学外国語学部言語文化学科廃止 

平成 27 年(2015) 獨協医科大学附属看護専門学校三郷校を埼玉県三郷市に開校 

平成 28 年(2016) 姫路獨協大学看護学部・人間社会学群新設 

獨協大学法科大学院廃止 

令和元年（2019） 

令和 2 年（2020） 

令和 3 年（2021） 

獨協大学大学院外国語学研究科日本語教育専攻修士課程廃止 

姫路獨協大学外国語学部廃止 

姫路獨協大学法学部廃止 

令和 4 年（2022） 獨協医科大学日光医療センター移転・新病院開院 

姫路獨協大学経済情報学部廃止 

姫路獨協大学医療保健学部こども保健学科廃止 

令和 5 年（2023） 獨協医科大学大学院看護学研究科博士後期課程新設 

令和 6 年（2024） 姫路獨協大学言語教育研究科廃止 
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４４．．設設置置すするる学学校校（（学学部部等等））及及びび学学生生・・生生徒徒数数

　（各年度　５月１日基準）

開設年度 入学定員 入学者数 収容定員 学生数 入学定員 入学者数 収容定員 学生数

 大学院 法学研究科 (昭和52年) 13 1 29 1 8 2 24 3

外国語研究科 (昭和61年) 21 4 48 7 14 5 41 10

経済学研究科 (平成　2年) 20 2 44 2 4 1 28 2

計 54 7 121 10 26 8 93 15

 外国語学部 ドイツ語学科 (昭和39年) 120 148 480 587 120 122 480 573

英語学科 (昭和39年) 250 301 1,000 1,200 250 299 1,000 1,216

フランス語学科 (昭和42年) 95 126 380 443 95 113 380 460

交流文化学科 (平成21年) 100 115 400 453 100 115 400 467

計 565 690 2,260 2,683 565 649 2,260 2,716

 国際教養学部 言語文化学科 (平成19年) 150 187 610 748 150 174 605 747

 経済学部 経済学科 (昭和39年) 280 350 1,120 1,328 280 347 1,120 1,364

経営学科 (昭和41年) 280 343 1,120 1,389 280 333 1,120 1,396

国際環境経済学科 (平成25年) 120 150 480 574 120 137 480 557

計 680 843 2,720 3,291 680 817 2,720 3,317

 法学部 法律学科 (昭和42年) 210 258 840 1,032 210 223 840 1,011

国際関係法学科 (平成11年) 75 94 310 356 75 97 305 367

総合政策学科 (平成20年) 70 88 280 333 75 116 285 368

計 355 440 1,430 1,721 360 436 1,430 1,746

合　　　計 1,804 2,167 7,141 8,453 1,781 2,084 7,108 8,541

開設年度 入学定員 入学者数 収容定員 学生数 入学定員 入学者数 収容定員 学生数

 大学院 医学研究科 (昭和54年） 41 26 164 134 41 36 164 146

 医学部 医学科 (昭和48年） 120 122 720 743 126 125 726 755

 大学院 看護学研究科 (平成２４年） 13 13 23 22 13 14 26 29

 看護学部 看護学科 (平成１９年） 95 95 395 405 145 146 450 450

 助産学専攻科 (平成２３年） 10 10 10 10 10 10 10 10

合　　　計 279 266 1,312 1,314 335 331 1,376 1,390

(昭和49年） 100 79 300 246 100 61 300 230

(平成27年） 80 82 240 241 80 82 240 237

姫姫　　路路　　獨獨　　協協　　大大　　学学  

開設年度 入学定員 入学者数 収容定員 学生数 入学定員 入学者数 収容定員 学生数

 大学院 言語教育研究科 (平成　3年) 15 0 30 1 -            -            -            -            

法学研究科 (平成　3年) 10 4 20 10 -            -            10 6

経済情報研究科 (平成　5年) 10 0 20 3 10 0 20 3

計 35 4 70 14 10 0 30 9

 人間社会学群 (平成28年) 180 85 720 534 80 60 620 421

 医療保健学部 理学療法学科 (平成1８年) 40 15 160 142 40 25 160 120

作業療法学科 (平成1８年) 40 10 160 66 40 2 160 48

言語聴覚療法学科 (平成1８年) 20 9 80 62 20 8 80 61

臨床工学科 (平成1８年) 40 9 160 49 40 5 160 42

計 140 43 560 319 140 40 560 271

 薬学部 医療薬学科 (平成1９年) 60 5 560 213 60 19 520 186

 看護学部 看護学科 (平成28年) 80 25 320 214 80 19 320 167

合　　　計 495 162 2,230 1,294 370 138 2,050 1,054

獨獨　　協協　　大大　　学学  

学部・学科等

獨獨　　協協　　医医　　科科　　大大　　学学  

令和6年度実績

令和5年度実績 令和6年度実績

令和5年度実績 令和6年度実績

令和5年度実績

学部・学科等

獨協医科大学附属看護専門学校

獨協医科大学附属看護専門学校三郷校

学部・学科等
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開設年度 入学定員 入学者数 収容定員 生徒数 入学定員 入学者数 収容定員 生徒数

 中学校 (昭和23年) 200 216 600 648 200 216 600 633

 高等学校 全日制課程 (昭和23年) 300 197 900 581 300 209 900 590

(200) (600) (200) (600)

合　　　計 400 413 1,200 1,229 400 425 1,200 1,223

開設年度 入学定員 入学者数 収容定員 生徒数 入学定員 入学者数 収容定員 生徒数

 中学校 (平成13年) 160 173 480 522 160 131 480 479

 高等学校 全日制課程 (昭和55年) 320 372 960 1,040 320 368 960 1,068

合　　　計 480 545 1,440 1,562 480 499 1,440 1,547

入学定員 入学者数 収容定員 学生数 入学定員 入学者数 収容定員 学生数

3,638 3,714 13,863 14,339 3,546 3,620 13,714 14,222

５５．．収収容容定定員員充充足足率率 (大学院・助産学専攻科除く） （単位：％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績 実績 実績 実績 実績

122.5 116.7 116.3 120.3 121.5

99.9 102.6 101.7 103.0 102.5

101.7 94.0 89.7 82.0 76.7

102.5 102.5 101.7 100.4 98.8

姫姫　　路路　　獨獨　　協協　　大大　　学学  71.4 69.5 68.6 59.3 51.7

獨獨協協中中学学・・高高等等学学校校  1,200 100.7 102.6 101.9 102.4 101.9

(1,500) (80.5) (82.1) (81.5) (81.9) (81.5)

獨獨協協埼埼玉玉中中学学高高等等学学校校 103.4 102.9 103.9 108.5 107.4

６６．．教教職職員員数数

令和5年度
実　績

令和6年度
実　績

増　減
令和5年度

実　績
令和6年度

実　績
増　減

 学園本部 -           -           -           11 9 △ 2

 獨協大学 209 213 4 153 152 △ 1

 獨協医科大学

(医科大学） 649 651 2 175 184 9

(大学病院） 12 13 1 1,934 1,987 53

（埼玉医療センター） 367 394 27 1,710 1,751 41

（日光医療センター） 37 40 3 342 354 12

（看護専門学校） 18 19 1 4 4 0

（看護専門学校三郷校） 20 19 △ 1 5 5 0

　　　小　計 1,103 1,136 33 4,170 4,285 115

 姫路獨協大学 133 112 △ 21 53 49 △ 4

 獨協中学・高等学校 60 62 2 8 8 0

 獨協埼玉中学高等学校 66 66 0 11 10 △ 1

　　合　　計 1,571 1,589 18 4,406 4,513 107

令和6年度実績

令和5年度実績 令和6年度実績

獨獨　　協協　　大大　　学学  

獨獨　　協協　　医医　　科科　　大大　　学学  

総　　合　　計

学学　　園園　　全全　　体体  

専任職員数

令和5年度実績
獨獨協協埼埼玉玉中中学学高高等等学学校校  

獨獨協協医医科科大大学学附附属属看看護護専専門門学学校校

獨獨協協医医科科大大学学附附属属看看護護専専門門学学校校三三郷郷校校

専任教員数

令和5年度実績 令和6年度実績
獨獨協協中中学学・・高高等等学学校校  
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７７．．役役員員・・評評議議員員のの概概要要

【理事・監事】

役職名 寄附行為の選任条項 勤務区分 法人内の役職

理事長 猪　口　雄　二 第6条第1項第4号 常　勤

理　事 前　沢　浩　子 第6条第1項第1号 常　勤 獨協大学学長

理　事 吉　田　謙一郎 第6条第1項第1号 常　勤 獨協医科大学学長

理　事 井　上　清　美 第6条第1項第1号 常　勤 姫路獨協大学学長

理　事 坂　東　広　明 第6条第1項第1号 常　勤 獨協中学・高等学校校長

理　事 尾　花　信　行 第6条第1項第1号 常　勤 獨協埼玉中学高等学校校長

理　事 大　西　純　一 第6条第1項第2号 非常勤

理　事 岡　崎　和　彦 第6条第1項第2号 非常勤

理　事 鈴　木　一　郎 第6条第1項第2号 非常勤

理　事 竹　内　文　生 第6条第1項第2号 非常勤

理　事 千木良　眞　保 第6条第1項第2号 非常勤

理　事 倉　橋　　　透 第6条第1項第3号 常　勤 獨協大学副学長

理　事 油　谷　康　史 第6条第1項第3号 常　勤 獨協大学事務局長

理　事 奥　田　泰　久 第6条第1項第3号 常　勤 獨協医科大学副学長

理　事 　 種　市　　　洋 第6条第1項第3号 常　勤 獨協医科大学副学長

理　事 金　子　昌　子 第6条第1項第3号 常　勤 獨協医科大学副学長

理　事 麻　生　好　正 第6条第1項第3号 常　勤 獨協医科大学病院長

理　事 坂　本　悦　男 第6条第1項第3号 常　勤 獨協医科大学事務局長

理　事 沼　田　景　三 第6条第1項第3号 常　勤 姫路獨協大学副学長

理　事 西　浦　　　彰 第6条第1項第3号 常　勤 姫路獨協大学事務局長

理　事 緒　方　雅　史 第6条第1項第3号 常　勤 獨協学園本部事務局長兼総務部長

理　事 井　原　正　則 第6条第1項第4号 非常勤

理　事 岩　瀬　　　豊 第6条第1項第4号 非常勤

理　事 岡　田　兼　明 第6条第1項第4号 非常勤

理　事 清　水　　　明 第6条第1項第4号 非常勤

理　事 山　路　朝　彦 第6条第1項第4号 非常勤

理　事 山　田　基　靖 第6条第1項第4号 非常勤

以上理事現員２７名

監　事 桑　原　克　也 常　勤

監　事 岡　原　宏　一 非常勤

監　事 沼　尾　利　郎 非常勤

以上監事現員３名

（注）令和７年4月1日現在

氏名
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【評議員】

役職名 寄附行為の選任条項 法人内の役職

評議員 赤　坂　正　己 第26条第1項第1号 獨協医科大学埼玉医療センター事務部長

評議員 遠　藤　良　雄 第26条第1項第1号 獨協大学事務局施設事業部長

評議員 大　重　光太郎 第26条第1項第1号 獨協大学外国語学部長

評議員 大　谷　基　道 第26条第1項第1号 獨協大学法学部長

評議員 大　野　雅　夫 第26条第1項第1号 獨協大学事務局次長兼総務部長

評議員 小　平　　　茂 第26条第1項第1号 獨協埼玉中学高等学校教頭

評議員 小　橋　　　元 第26条第1項第1号 獨協医科大学副学長

評議員 塩　田　尚　樹 第26条第1項第1号 獨協大学経済学部長

評議員 島　貫　健　二 第26条第1項第1号 獨協学園本部事務局総務部次長

評議員 鈴　木　淳　一 第26条第1項第1号 獨協大学副学長

評議員 瀬　戸　浩　勝 第26条第1項第1号 獨協中学・高等学校事務長

評議員 髙　橋　浩　昭 第26条第1項第1号 獨協学園本部事務局財務部長

評議員 爲　季　周　平 第26条第1項第1号 姫路獨協大学医療保健学部長

評議員 角　田　隆　雄 第26条第1項第1号 獨協医科大学事務局次長兼経理部長兼企画広報部長

評議員 二　宮　　　哲 第26条第1項第1号 獨協大学国際教養学部長

評議員 則　松　　　准 第26条第1項第1号 獨協埼玉中学高等学校事務長

評議員 橋　詰　雅　子 第26条第1項第1号 姫路獨協大学総務部長

評議員 春　木　宏　介 第26条第1項第1号 獨協医科大学埼玉医療センター臨床検査部教授

評議員 増　田　智　先 第26条第1項第1号 姫路獨協大学薬学部長

評議員 松　田　　　広 第26条第1項第1号 獨協大学事務局経理部長

評議員 松　田　泰　至 第26条第1項第1号 姫路獨協大学人間社会学群長

評議員 松　本　麻里子 第26条第1項第1号 獨協中学・高等学校教頭

評議員 三　宅　靖　子 第26条第1項第1号 姫路獨協大学看護学部長

評議員 山　口　　　悟 第26条第1項第1号 獨協医科大学日光医療センター病院長

評議員 山　下　和　宏 第26条第1項第1号 姫路獨協大学経済情報研究科長

評議員 吉　原　　　司 第26条第1項第1号 姫路獨協大学法学研究科長

氏名
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【評議員】

役職名 寄附行為の選任条項 法人内の役職

評議員 青　木　美　樹 第26条第1項第2号

評議員 大　西　純　一 第26条第1項第2号

評議員 鹿　嶋　広　久 第26条第1項第2号

評議員 霞　末　浩　二 第26条第1項第2号

評議員 金　井　芳　夫 第26条第1項第2号

評議員 木　原　正　義 第26条第1項第2号

評議員 小久保　博　史 第26条第1項第2号

評議員 後　藤　典　彦 第26条第1項第2号

評議員 佐　藤　君　江 第26条第1項第2号

評議員 鈴　木　達　也 第26条第1項第2号

評議員 竹　内　文　生 第26条第1項第2号

評議員 武　本　錠　治 第26条第1項第2号

評議員 千木良　眞　保 第26条第1項第2号

評議員 森　田　純　二 第26条第1項第2号

評議員 谷田貝　茂　雄 第26条第1項第2号

評議員 山　本　英　雄 第26条第1項第2号

評議員 青　山　雅　彦 第26条第1項第3号

評議員 荒　巻　正　行 第26条第1項第3号

評議員 内　倉　　　滋 第26条第1項第3号

評議員 岡　崎　和　彦 第26条第1項第3号

評議員 小　菅　一　弥 第26条第1項第3号

評議員 鈴　木　一　郎 第26条第1項第3号

評議員 田　中　義　正 第26条第1項第3号

評議員 長　野　義　明 第26条第1項第3号

評議員 中　村　幸　嗣 第26条第1項第3号

評議員 中　山　智　雄 第26条第1項第3号

評議員 松　尾　一　可 第26条第1項第3号

評議員 丸　山　泰　幸 第26条第1項第3号

評議員 山　川　百合子 第26条第1項第3号

評議員 渡　辺　　　健 第26条第1項第3号

以上評議員現員５６名

（注）令和７年４月１日現在

氏名
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（１） 責任の免除について 

 獨協学園では、令和２年４月１日改正施行の私立学校法を踏まえ、役員が任

務を怠ったことによって生じた損害について学園に対し賠償する責任は、職務

を行うにつき善意かつ重大な過失がなく、その原因や職務遂行状況などの事

情を勘案して特に必要と認める場合には、役員が賠償の責任を負う額から私

立学校法において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の

規定に基づく最低責任限度額を控除して得た額を限度として理事会の議決に

よって免除することができると、寄附行為第１２条の２※に規定しておりますが、

令和６年度において、役員の責任免除決議は行っておりません。 

 

（２） 責任限定契約について 

 獨協学園では、上記（１）記載の役員が学園に対し賠償する責任のうち、本法

人の職員ではない非業務執行理事等（所謂学外理事等）が職務を行うことに

つき善意かつ重大な過失がないときは、金８０万円以上であらかじめ定めた額

と私立学校法において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律の規定に基づく最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする旨の契約

を非業務執行理事等と締結することができると、寄附行為第１２条の３※に規定

しております。 

 なお、令和７年４月１日時点で全ての学外理事及び監事（常勤監事を除く）と

責任限定契約を締結しておりますが、職務執行の適切性が損なわれないよう、

就任時に法令及び寄附行為を遵守し本学園のため忠実に職務を行うことにつ

いて誓約書を徴求しております。 

 

（３） 役員賠償責任保険契約について 

 獨協学園では、令和３年３月１日改正施行の私立学校法施行規則を踏まえ、

役員の職務執行の過度な萎縮を防ぐ観点から、役員がその職務執行に関し負

う損害賠償責任に関する費用等を補填する目的で、本学園が役員を被保険者

とする役員賠償責任保険契約について令和３年４月１日から保険会社と締結し

ておりますが、令和６年度の当該保険契約に基づく保険金受取実績はござい

ません。 

なお、令和７年３月２１日開催理事会の決議を経て同保険契約の更新をして

おります。更新後の保険概要は以下のとおりです。 

被保険者 本学園役員（理事・監事）の全員（３０名） 

保険金額 １０億円（年間支払限度） 

保険期間 １年（期限：令和８年４月１日） 
 

※寄附行為については、令和７年４月１日付改正前のものです。 

－ 9－
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ⅡⅡ．．学学園園全全体体及及びび部部門門別別事事業業のの概概要要（（中中長長期期計計画画をを踏踏ままええ））  

 

１１．． 令令和和６６年年度度学学園園全全体体のの事事業業概概要要  

獨協学園では、平成１０年度から基本計画（中長期計画）を策定しています。令和６

年度は基本計画の２年毎の策定の年にあたり、「獨協学園第１４次基本計画（２０２４年

度）」について、基本計画策定委員会夏季集中討議での議論も踏まえ検討した結果、

姫路獨協大学の経営改革の状況が定まらないことから、令和６年１１月２８日開催の理

事会及び評議員会の承認・同意を得て計画の策定延期を決定しました。同大学の方向

性を見極めつつ、第１３次基本計画の見直しとしての第１４次基本計画の策定を目指し

てまいります。 

なお、獨協学園においては、基本計画を踏まえ各校及び学園本部が各年度の事業

計画を策定し、事業計画に基づき各事業を実行し、各年度末の事業報告書作成を通じ

て検証を行っています。令和６年度事業報告書は、「獨協学園第１３次基本計画（２０２２

年度）」及び「令和６年度事業計画」の進捗検証となります。詳細は、各校及び学園本部

の事業実績をご参照ください。 

主な事業実績としては、少子化の進行などを受け文部科学省から私立大学の経営改

革や定員規模適正化などを支援していく施策が示されるなど私立大学等を取り巻く環

境が厳しさを増していることに加え、国内及び国際情勢の更なる不安定化や各方面で

の物価高騰が継続する先行き不透明な環境下、各校においてはカリキュラム改正やそ

の定着、ＩＣＴ環境整備の継続等により引続き教育環境・教育の質を確保するなど、創

意工夫しながら学修支援に積極的に取組みました。また、各病院においては引き続き

診療の安定を図りつつ、安全で質の高い医療の提供及び業務の効率化を目指し、医

療ＤＸを推進するとともに既存施設設備の改修・更新を着実に実施しました。施設面に

おいては、獨協医科大学では創立５０周年記念事業の一環として総合教育研究棟の工

事が進捗中で、埼玉医療センターにおいては新たに管理棟が竣工しました。これらの

取組みにより、学生生徒の確保に努めるとともに、地域に密着した教育機関、研究機関

及び医療機関としての責務を果たしてまいりました。 

また、姫路獨協大学については、令和３年度に姫路市に対して行った公立大学法人

化に関する要望は困難との回答を得、その後の他法人への譲渡も実現には至らず、経

営改革に向けた様々な方策を継続して検討しています。 

 

２２．． 令令和和６６年年度度学学園園本本部部及及びび学学校校別別事事業業のの概概要要  

 

（（１１））学学園園本本部部  

１１））主主なな事事業業実実績績とと課課題題  

令和６年度は、平成１０年から継続策定してきた中長期計画である「獨協学園第１４次

基本計画（２０２４年度）」を策定する年でしたが、令和６年８月の基本計画策定委員会夏

－ 10－
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季集中討議での議論も踏まえ、姫路獨協大学の方向性等が不透明であることから蓋然性

の高い計画の策定が見込めないとの理由により、同年１１月の理事会及び評議員会の承

認・同意を得て策定を延期することとなりました。また、学園の最重要課題である姫路獨協

大学の経営改革については、公立大学法人化は困難との結論となり、他法人への譲渡に

ついても実現には至らず、様々な方策の検討を継続して実施しました。 

姫路獨協大学の経営改革に係る資金面も含む支援に伴い、学園本部においても更な

る組織の効率化が必要となり、人件費を含む各種経費等削減及び業務効率化等を継続

して実施しました。 

令和６年度法令改正への対応として、各校へ情報発信を実施しました。また、令和７年

４月に改正施行された私立学校法への対応として、文部科学省へ寄附行為変更認可申

請を行った他、引き続き各校の協力の下に作業部会を開催し、寄附行為改正に伴う学園

諸規則の制定及び一部改正等を実施しました。 

獨協学園姫路医療系高等教育・研究機構は開設後２年が経ち、令和５年度実績につ

いて令和６年２月に姫路市への報告会を実施後、同年６月に外部評価者による評価が行

われました。しかしながら、同機構については、学園として姫路獨協大学への経営改革に

資金面も含め経営資源を集中させるため、令和６年度末をもって閉鎖することが決定され

ました。 

社会的責任への対応においては、障害者雇用の法定雇用率の達成までには至らなか

ったものの、各校とも対象障害者の雇入れに積極的に取り組みました。令和７年４月には

法定雇用率の母数となる常用労働者の除外率が３０％から２０％に引下げられることを踏

まえ、各校との連携により引き続き学園内の取組強化を継続します。 

内部監査室では、令和６年４月１日施行の障害者差別解消法改正に伴う障害者への合

理的配慮の対応状況、及び学校法人への風評被害リスクが大きいと思われる違法薬物対

策について監査を実施しました。また、教育の内部質保証推進に係る進捗状況及び科学

研究費管理等の毎年実施中の項目、並びに過年度指摘のフォローを行いました。 

獨協学園史資料センターでは、研究年報第１５号を発刊しました。また、獨協大学創立

６０周年と連携した企画展を開催したほか、獨協同窓会の文化祭展示への資料提供を行

いました。 

また、課題となっていた緊急時における情報集約化体制の確立は、私立学校法改正と

あわせ、更なる危機管理体制強化を図ります。 

 

【【事事業業実実績績一一覧覧】】        

                                                                  （単位：百万円）  

事事  業業  名名  称称  事事業業実実績績等等  予予  算算  実実  績績  差差  異異  

1) 「獨協学園第１４次基本計

画（２０２４年度）」の策定 

 

1） ８月の夏季集中討議を経て、１１

月の理事会にて策定延期を決

定しました。 

1.0 

 

 

0.4 

 

 

0.6 
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2) 理事会、評議員会、学園

運営会議等の適正運営 

 

 

 

3) 姫路獨協大学を始めとす

る学園の諸課題への対応 

 

 

 

4) 令和７年４月施行予定の改

正私立学校法への対応 

 

 

 

5) 本部事務局の在り方検討 

 

 

 

6) 獨協学園姫路医療系高等

教育・研究機構(DIMER)の

適切な運営及び今後の在

り方検討 

 

 

 

7) 社会的責任への対応 

 

 

 

 

8) 内部監査計画に基づく監

査の更なる充実、監査結

果の理事会報告 

監査員チームの育成と充実 

 

 

2） 諸会議運営では、適正な機関

決定手続きを行うとともに、私学

法改正に伴う諸規則変更等に

対応しました。 

 

3） 姫路獨協大学の改革に向けた

取組支援（対外交渉等を含む）

を中心に、必要に応じサポート

を実施しました。 

 

4） 理事会・評議員会の下に設置し

た作業部会の協力を得て寄附

行為及び諸規則の改正を実施

しました。 

 

5） 組織力強化と業務効率化を継

続して推進しつつ各構成校との

連携強化を図りました。 

 

6） 県立はりま姫路総合医療センタ

ー、姫路市と連携し教育・研究

活動を適切に実施しましたが、

姫路獨協大学への支援に注力

するため令和６年度末での閉鎖

を決定しました。 

 

7） 障害者雇用機会の確保と省エ

ネ対策等の温暖化防止策につ

いて、学校法人の社会的責任と

して対応を継続しました。 

 

8） 改正障害者差別解消法への対

応状況及び違法薬物対策につ

いて監査を実施するとともに、内

部質保証推進状況及び過年度

指摘フォローを実施しました。 

 

0.6 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

40.2 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

0.6 

 

 

 

 

 

0.0 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

38.0 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

0.1 

 

 

 

 

 

0.6 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

2.2 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

0.5 
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9) 獨協学園史資料センター

の機能・活用方法の見直し

及び広報力強化 

 

 

 

10) 学園内外に対する時宜を

得た情報発信力の強化 

 

9)研究年報第１５号を発刊しまし

た。また、獨協大学創立６０周

年と連携した企画展を開催した

ほか、獨協同窓会の文化祭展

示への資料提供を行いました。 

 

10)各校へ向けた関連法改正や補

助金等外部資金獲得支援を含

む各種情報発信力強化に加

え、学園ホームページの学園史

資料センターのコンテンツ充実

を図り対外発信力を強化しまし

た。 

 

4.8 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

2.9 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

1.9 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（２２））獨獨協協大大学学  

１１））主主なな事事業業実実績績とと課課題題  

令和６（２０２４）年度は、僅かな黒字幅の予算でしたが、省エネルギー対策として照明

機器のLED化等の施設整備を先行的に行ったことなどを主な要因として、１億３,４００万

円の赤字決算となりました。 

予算編成に際しては、「第１３次基本計画」で立てた、「教育力の強化」と、それを支え

る「財政の安定化」という二つの目標に基づき、目標を同時に進展させていくために戦

略的な予算編成として、資源配分の適正化を図りました。教育課程では、令和６（２０２４）

年度新カリキュラムを着実に実行するとともに、全学共通カリキュラム（以下「全カリ」）の

将来構想と全学横断型教育プログラムの検討を進めました。財務面では、エネルギー、

物品、サービス等の価格上昇が続き、支出増加の要因となりました。今後は、令和６（２０

２４）年度からの学費改定による増収効果が見込まれるものの、学生数の適正化は減収

要因となることから、引き続き、通常業務の見直し、経費の適正価格の把握と経費削減、

学納金以外の収入強化など、全学的な経営改善の取り組みを進めることが重要となりま

す。 

主な事業実績と課題は、以下の通りです。 

  

①①主主なな教教育育・・研研究究のの概概要要  

AA))  第第３３期期認認証証評評価価結結果果へへのの対対応応  

・ 学修成果の把握について、アセスメントポリシーに基づき、学部３年生を対象とした

外部アセスメントを実施し、結果は内部質保証推進委員会に報告されました。また、ア
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セスメント結果は、全学的な報告会の開催により、学部・学科にフィードバックされまし

た。その他、学生の修学行動、学修成果を把握することを目的とした学年修了時アン

ケート、卒業時アンケート、「在学生の声を聴く会」、「卒業生の声を聴く会」を実施しま

した。アンケート結果や、聴取した意見を踏まえ、今後の本学の教育に活かしていきま

す。 

・ 学部の収容定員については、令和６（２０２４）年度入学者数（２,０７４名）が目標入学

者数（２,０００名）を上回り、収容定員超過率１２１.１%となったことから、引き続き、適正

な定員管理に努めます。 

・ 大学院の収容定員管理について、令和６（２０２４）年度収容定員充足率は、２６．３%

（博士前期課程）となりました。志願者増加につながる情報発信に努めるためにホーム

ページの改修を行いました。引き続き、適正な定員管理に努めます。なお、令和７（２０

２５）年度の入学者数は８名となりました。 

BB))  教教育育力力のの強強化化  

・ 令和６（２０２４）年度施行の新カリキュラムについては、着実な履行のために、履行状

況の点検・評価を行い、内部質保証推進委員会に報告しました。 

・ 全学横断型教育プログラムである「情報科学教育プログラム」が始動しました。 

・ 本学の教養教育の中心的役割を担う全カリの組織的な点検評価のため、各科目群

担当者会議がPDCAサイクルによる点検評価を行い、全カリ運営委員会に報告を行い

ました。なお、新カリキュラム及び全カリの運営方法や組織体のあり方については、継

続して検討を行います。 

・ 個人及び共同研究に関する助成金や、研究奨励費、学術研究顕彰等を通じて、研

究支援を行いました。 

CC))  学学生生支支援援のの強強化化  

・ 障がいのある学生の修学支援を担当する「学生支援室」では、スタッフ体制の強化

を図りました。また、全教職員を対象に、障がいのある学生支援に関する合理的配慮

について、より実践的な対応に関する講演会を実施し啓発に努めました。 

DD))  入入試試制制度度・・入入試試広広報報のの強強化化  

・ 本学受験資格となる外部検定試験のスコア見直し、共通テスト新科目「情報」を用い

た入試制度の新設、学外試験会場の新設（東京会場）を行いました。その結果、推薦

等入試を含む令和７（２０２５）年度入試の総志願者数は２４,２００名（前年比１,９２２名

増）となりました。 

EE））  国国際際化化推推進進  

・ 「獨協大学の国際化推進に関するビジョン（２０１４～２０２４年）」についての総括が

行われました。今後の国際化推進のための新たなビジョン策定について検討が行わ

れ、一部は令和７（２０２５）年度予算編成に反映させました。 

FF））  人人事事・・組組織織  

・ 「ハラスメント防止等に関する規程」の運用を開始し、ハラスメント対策委員会を設置
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しました。また、ハラスメント防止に関する研修や、啓発活動を行いました。 

・ 第１３次基本計画の重点項目に基づき、事務局長の下に「基本計画に基づく専任

事務職員の人事制度の再構築検討部会」を設置し、「標準職務表の整備」、「再雇用

制度の制度設計」の検討に着手しました。 

GG））  既既存存施施設設ののメメンンテテナナンンススのの効効率率化化、、機機器器備備品品計計画画のの検検証証  

・ 施設・設備関連では、天野貞祐記念館GHP（ガスヒートポンプ）の更新、東棟EHP

（エレクトリックヒートポンプ）の更新を行いました。今後の光熱費の高騰に備え、照明

機器のLED化を当初計画から前倒しして進めました。 

・ 情報基盤ネットワークの安定稼働については、計画に基づく保守点検、更新を進め

ました。情報セキュリティについては、「獨協大学情報セキュリティに関する基本方針」

を策定し、合わせて諸規程の整備を行いました。その規程に則り、「獨協大学セキュリ

ティインシデント対策チーム（CSIRT）」を設置し、各部局と連携して不測の事態に備え

る体制を整え活動を開始しました。 

HH））  財財務務  

・ 寄付金事業では、「獨協大学学生サポート寄付金」の他、個人と法人から３０７件の

寄付を受けました。 

・ 経常費補助金について、一般補助では、補助金配分の増減率を決める項目の１つ

である「教育の質に係る客観的指標」が増減率のマイナス枠から脱却しました。また、A

区分（収容定員超過率）、B区分（学生教員比率）の増減にも改善がありました。一方、

C区分（学納金に関する教育研究経費等の割合）では増減率が後退しました。特別補

助では、「数理・データサイエンス・AI教育の充実」、「教職員の海外派遣」、「大学院に

おける研究の充実」等により増額交付となりました。 

・ 資産運用については、金利上昇局面を迎え、学園会計規則に沿って安全確実な

資産運用を堅持しつつ、運用銘柄の見直しを図りました。 

・ 支出全般については、業務の効率化や経費節減に努めました。一方、物価や人件

費の上昇による支出の増加もありましたが、特に光熱水費については、ほぼ予算通り

の支出とすることができました。エネルギー価格上昇に対しては、照明機器のLED化

推進の他、省エネルギー推進に関する専門部会の主導により、休業期間中の教室棟

の閉鎖等による、省エネルギー対策により支出削減に努めました。 

 

【【事事業業実実績績一一覧覧】】  

（単位：百万円） 

事事業業名名称称  事事業業実実績績等等  予予算算  実実績績  差差異異  

１１．．第第３３期期認認証証評評価価結結

果果へへのの対対応応  

1） 学修成果把握のた

めのアセスメントシ

 

 

1) 学部３年生を対象とした外部アセス

メントを実施しました。結果は内部質

 

 

44.9 

 

 

 

27.4 

 

 

 

17.5 
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ステムの導入と実施 

 

 

2） 学部収容定員充足

率の適正化 

 

 

3） 大学院収容定員充

足率の向上 

 

 

 

 

２２．．教教育育力力のの強強化化  

1) 令和６（２０２４）年度

新カリキュラム施行 

2) 全学共通カリキュラ

ムの将来構想の提示 

 

3) 多様なメディアを用

いた授業実施の支援 

4) 「教学 IR体制」の整

備 

 

 

 

 

３３．．学学生生支支援援のの強強化化 

1) 「学生サポート体制」

の整備と強化 

 

 

2) キャリア形成支援 

 

 

 

 

保証推進委員会に報告されるととも

に、全学的な報告会を通じて学部・

学科にフィードバックされました。 

2) 入学者数が目標入学者数を上回っ

たこともあり、結果、収容定員超過

率１２１.１%となり、引き続き、適正な

定員管理に努めます。 

3) 収容定員充足率は２６.３%（博士前

期課程）となり、引き続き、定員充足

率の向上に努めます。志願者増加

につながる情報提供のためにHPの

改修を行いました。 

 

 

1) カリキュラムの着実な履行のための

点検・評価を行いました。 

2) 全学共通カリキュラムの組織的な点

検を続けながら、将来構想について

引き続き検討を進めます。 

3) 委託専門業者による円滑な授業実

施への支援に努めました。 

4) IR体制強化のための研修、各部局

からの要請に基づいた情報分析と

分析結果の提供を行いました。ま

た、HP上でファクトブックの公開を

行いました。 

 

 

1) 障がいのある学生の修学支援では

スタッフ体制の強化を図りました。 

講演会の実施による啓発に努めま

した。 

2) DX推進により、学生に対してより利

便性の高い情報提供が可能となり

ました。 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

0.9 

 

 

 

 

 

 

0.9 

 

－ 

 

 

151.8 

 

0.2 

 

 

 

 

 

 

11.2 

 

 

 

1.3 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

0.8 

 

 

 

 

 

 

0.0 

 

－ 

 

 

151.8 

 

1.6 

 

 

 

 

 

 

7.8 

 

 

 

1.2 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

0.1 

 

 

 

 

 

 

0.9 

 

－ 

 

 

0.0 

 

△1.4 

 

 

 

 

 

 

3.4 

 

 

 

0.1 
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４４．．入入試試制制度度・・入入試試広広

報報のの強強化化  

1) 志願者増加策、安定

した入学者の確保 

 

 

 

 

2) 「獨協大学の国際化

推進のためのアクショ

ンプラン２０２１」の遂

行 

 

 

 

５５．．人人事事（（組組織織））  

1) 「ハラスメント防止体

制」の整備、諸規則

の施行 

2) 新たな人事制度の調

査、検討 

 

 

3) 獨協アカデミックサポ

ートサービス株式会

社（DASS）の積極的

活用 

 

６６．．既既存存施施設設メメンンテテナナンン

ススのの効効率率化化、、機機器器整整備備

計計画画のの検検証証 

1) 情報基盤ネットワーク

と事務システムの安

定稼働 

2) 重複した教育ツール

の見直しに向けた準

備 

 

 

1) 効果的な広報に加え、本学の受験

資格となる外部検定試験のスコアや

入試制度の見直しなどを行い、志願

者数（含む推薦等入試）は２４,２００

名、入学者数は２,０７６名となりまし

た。 

2) 「獨協大学の国際化推進に関する

ビジョン（２０１４～２０２４）」について

の総括と、新たなビジョン策定につ

いての検討が行われました。また、

新たに海外３大学との協定を結びま

した。 

 

 

1) 「ハラスメント防止等に関する規程」

の運用を開始し、ハラスメント対策

委員会が設置されました。 

2) 「基本計画に基づく専任事務職員

の人事制度の再構築検討部会」が

設置され、「標準職務表の整備」等

に着手しました。 

3) 教育支援、入試広報等、幅広く業

務を委託し、効率化を図りました。 

 

 

 

 

 

 

1) 計画に基づく保守点検、更新を進

め、安定稼働に努めました。 

 

2) 類似機能を持つ教育ツールを整理

し、その移行作業を行いました。 

 

 

 

81.0 

 

 

 

 

 

12.2 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 
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201.8 

 

 

 

 

 

 

 

194.7 
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1.7 

 

 

 

 

△0.7 
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△2.0 

 

 

 

△1.8 

 

 

 

 

 

 

 

35.8 

 

 

△1.7 
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3) 情報セキュリティ強化 

 

 

 

4) 省エネルギーの推進 

 

 

5) 既存施設設備のメン

テナンス 

 

 

 

 

７７．．財財  務務  

1) 寄付金募集事業の

継続と積極的運用 

 

 

2) 中央棟既存施設建

替え資金の積増 

 

 

 

3) 経常費補助金の獲得

強化 

 

 

 

 

 

4) 経費削減 

 

 

3) 「獨協大学情報セキュリティに関す

る基本方針」と関連諸規程を策定し

ました。その他、セキュリティ対策に

も努めました。 

4) 休業期間中の教室棟閉鎖等、省エ

ネルギーの推進と、SDGs報告書を

通じた啓発に努めました。 

5) 天野貞祐記念館GHP、東棟EHP他
の更新を行いました。また、今後の

光熱費高騰、蛍光灯の製造終了に

備えて、照明機器のLED化を計画

より前倒しで進めました。 

 

 

1) 「獨協大学学生サポート寄付金」の

用途として、「国際奨学金」、「学友

会発会６０周年記念事業」などに充

当し、有効に活用しました。 

2) 中央棟の将来計画に備えた資金と

して、第２号基本金引当特定資産と

校舎等建設引当特定資産をそれぞ

れ１億円、減価償却引当特定資産

を３億円積み増しました。 

3) 着実なポイント加点により、「教育の

質に係る客観的指標」はマイナス枠

から脱却し、その他の査定区分でも

改善となりました。一方、C区分で

は、減率が後退しました。補助金獲

得について、引き続き強化に努めま

す。 

4) 支出全般については、業務の効率

化や更なる経費削減に努めました。 
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（（３３））獨獨協協医医科科大大学学  

１１））主主なな事事業業実実績績とと課課題題  

令和５年４月に創立５０周年を迎えた本学は、これまで築き上げてきた５０年を基盤と

して、次なる５０年「ＮＥＸＴ５０」の飛躍に向け、新たな創造と改革に取り組んでいます。 

令和６年度は大学運営方針として、「スマート化による教育・研究・診療・管理運営の

効率化」「大学と３病院のブランド化」「教職員に対する適切な評価」「医科大学としての

価値を生かした大学経営」を推進し、教育・研究等の更なる改善と改革マインドを組織

風土として定着させることを掲げスタートいたしました。 

令和６年度においても、エネルギー価格や原材料価格の高騰による物価高と厳しい

状況下ではありましたが、第１３次学園基本計画及び当該年度予算に基づき、周年事

業を始めとする様々な事業を展開しました。なお、事業の展開にあたっては、周年事業

に充当する財源確保を担保しつつ、新規事業については、「予算は概算要求であり、

執行と承認は別である」という共通認識のもと、適正な時期、内容により実施すること等

「優先順位の明確化」に徹底して取り組んだ結果、令和６年度の事業計画は教育・研

究・診療・管理運営の各領域において概ね順調に遂行されました。主な事業実績と課

題は以下の通りです。 

 

①①教教育育・・研研究究・・診診療療・・管管理理運運営営のの概概要要  

AA))  教教育育  

大学基準協会（JUAA）による大学評価結果並びに日本医学教育評価機構（ＪＡＣＭＥ）

及び日本看護学教育評価機構（ＪＡＢＮＥ）による医学及び看護学教育の分野別評価結

果を踏まえ、それぞれの自己点検・評価委員会及び全学自己点検・評価委員会並びに

内部質保証推進委員会におけるＰＤＣＡサイクルによる検証を継続して行い、教育の質

向上と教育プログラムの一層の充実と改善に取り組みました。 

医学部では、令和５年度に開設した６年一貫の本格的メディカル・プロフェッショナリ

ズム教育プログラム（Dokkyo Medical Professionalism: D-Mep）について、継続的な改善

を図るとともに、新モデル・コア・カリキュラムに対応するため、診療参加型臨床実習の充

実、医学研究実習の拡充によるリサーチマインドの醸成、各臓器の臨床講義を集中的

に行う「ブロック講義」を令和６年度から導入する等、カリキュラム改変に継続的に取り組

みました。また、３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッショ

ン・ポリシー）の改定ＷＧを設置し改定案を策定しました。なお、策定にあたってはアセ

スメント・ポリシーに基づき、機関レベル（大学全体）、課程レベル（各学部・研究科）、科

目レベル（個々の授業）で学修成果の測定・評価を行いました。 

看護学部では、令和６年度より入学定員を５０名増員し、編入学生と合わせて最大で

１学年１５５名の大きな組織となりました。これまでの看護師・保健師総合カリキュラムから、

保健師・助産師・養護教諭一種のいずれかを選択してダブルライセンスが取得できるカ

リキュラムに改正し、学生自らがキャリアをデザインして学べるようにしました。 
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また、両学部ともに海外研修プログラムを拡充し、国際的な視野を持つ人材育成を推

進しています。 

BB))  研研究究  

研究面においては、令和５年１１月に設置した「研究マネジメント委員会」で、研究活

動の戦略的な計画や管理、資金配分の決定、研究品質向上の支援などを行いました。

また、研究マネジメント委員会を中心に、「共同研究の推進・活性化」と「競争的外部資

金獲得」の継続的な対策に取り組み、令和６年度科学研究費助成事業（科研費）では、

採択金額が増加しました。 

CC))  診診療療  

診療面においては、三病院経営改善実務者会議を中心とした諸会議で医療情報や

課題を提示し、３病院それぞれで改善を図り、増収に向けて各種加算の更なる獲得に

取り組みました。大学病院では、文部科学省が策定した「大学病院改革ガイドライン」を

基に、①運営改革②教育・研究改革 ③診療改革 ④財務・経営改革―をまとめた「獨

協医科大学病院改革プラン」を策定しました。また、医療ＤＸ推進という基本方針のもと、

大学病院では、ナースコールスマートベッドシステムの拡充、自律走行型検体搬送ロボ

ットの導入、さらに国内で初めて医療機器認証を受けた医療者向け遠隔医療アプリ   

Jｏｉｎ Ｌｉｖｅ Ｖｉｅｗシステムを導入しました。埼玉医療センターでは、Ｄａ Ｖｉｎｃｉ Ｘｉスタ

ンドアローンコンソールを追加導入し運用を開始しました。日光医療センターでは、胸

部Ｘ線画像病変検出ソフトウェアを導入し、ＡＩを活用した的確かつ正確な読影情報の

獲得を実現するなど、３病院の病院長がリーダーシップを発揮し、戦略的な病院改革を

推し進めました。 

DD))  管管理理運運営営  

管理・運営面においては、前年設置された「地域共生協創センター」では、本学の価

値を生かした①地域連携・貢献②リカレント教育③キャリア発達・開発支援―に取り組み

ました。 

さらに、本学の「大学力」向上に繋げる取り組みとして、令和６年度より「ＦＤ・ＳＤセン

ター」を新たに設置し、教職員の意欲および資質・能力の向上を図るために支援活動を

行い、教員と職員双方の全学的な職能開発を推進しました。 

また、人事面においては、令和６年４月から開始された、医師の働き方改革に伴う時

間外労働の上限規制に対応するため、タスクシェアリング／タスクシフティング等を推進

し、労働環境の改善に向けた取り組みを行い現在に至っています。 

EE))  課課題題  

「日本医学教育評価機構（ＪＡＣＭＥ）」及び「日本看護学教育評価機構（ＪＡＢＮＥ）」に

よる分野別評価の結果は、両学部ともに基準に適合していることが認定されていますが、

評価報告書で指摘された項目について、教育プログラム評価委員会を中心に、継続的

な改善と一層の充実に取り組む必要があります。特に、医学部においては、「診療参加

型臨床実習の充実、学生の研究マインドの涵養、水平的・垂直的統合教育の推進、学
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生の技能・態度の適切な評価、コンピテンシー・マイルストーンの達成状況の適切な評

価、教育プログラムの評価」などの改善が指摘されており、これらの点検・整備が課題と

なります。 

また、経営面においては、新型コロナウィルス感染症が完全終息には至っていない

状況下で、診療報酬上の特例措置やコロナ関連補助金の交付がなくなる一方、物価高

騰による薬品や医療材料等の調達コスト上昇による医療経費の増加が顕著となるなど、

収支面への影響が危惧されます。今後３病院ともに効率的かつ効果的な診療体制を強

化することによって、医療収入の増加を図ることが喫緊の課題となります。 

 

②②施施設設設設備備及及びび財財務務計計画画のの達達成成状状況況  

AA))  主主なな施施設設設設備備のの整整備備状状況況  

令和６年度の事業計画における施設設備面に関しては、第１３次基本計画に盛り込

んだ大型事業を中心に、当該年度の事業内容や時期、必要性等を改めて精査するな

ど慎重に進めました。創立５０周年記念事業の主事業である総合教育研究棟が令和７

年８月の竣工に向けて進行している中で、教育環境に係る諸室の設置、基礎医学講座

研究室の移転並びに図書館及び事務局機能の移転等が効率的に行えるよう、それぞ

れの検討・移転ＷＧが中心となって移転計画を策定しています。また、その記念事業の

一環として進められた埼玉医療センター管理棟は令和６年１１月末に竣工となり、准教

授室・専攻医室、ラーニング・コモンズ、さらに事務室、教職員食堂が設置され、教育研

究環境や学習環境の充実、福利厚生面の向上が図られました。 

BB))  主主なな財財務務計計画画のの達達成成状状況況  

令和６年度の財務計画として、「基本金組入前当年度収支差額（事業活動収入－事

業活動支出）」を６億１４百万円の収入超過（黒字） となる予算を編成しました。 

決算では、入院患者数の減少による医療収入の未達や調達コスト上昇による医療経

費の増加により、医療収支面は大変厳しい状況となりました。一方で、一般経費におい

ては、現状にとらわれることなく経費の精査・検証を行い、抑制を図ったことに加え、事

業を翌年度に繰り延べる等の対策を実行した結果、予算を下回ることとなりました。以上

のことから、基本金組入前当年度収支差額は、予算を７億２１百万円下回る、１億７百万

円の支出超過（赤字）となり、第１３次基本計画に対しても３９億円９２百万円下回る結果

となりました。 

その他、経常収支差額比率１．３％、事業活動収支差額比率０．５５％の目標値に対

して、決算ではそれぞれ０.０６％、△０．１０％となりました。また、内部留保額（基本金組

入前当年度収支差額＋減価償却額）は、６８億５２百万円となり、予算を８億６７百万円

下回りました。 

CC))  課課題題  

創立５０周年を迎えた本学が、「ＮＥＸＴ５０」の飛躍に向けたアクションプランを遂行す

るためには、医科大学の価値を生かした大学運営と各部門においては、行動目標を再
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確認しＰＤＣＡサイクルによるスパイラルな取り組みを展開しなければなりません。 

また、中長期的な計画では、キャンパスマスタープラン２期目となる研究・実験・実習

施設の移転新築工事や総合エネルギープラント更新工事、大学病院の建て替えや埼

玉キャンパスにおける新たな学部開設等があり、これらの事業の遂行には莫大な資金を

要することは言うまでもありません。そのためには喫緊に取り組むべき課題に的確に対

応しながら、財政基盤の安定化を図ることが必要不可欠となります。 

今後も補助金・寄付金等外部資金の計画的かつ積極的な獲得を推進する一方で、

教職員一人ひとりがコスト意識を持ち、本学収入の８９％を占める医療収入の安定化と

こうした大学を取り巻く環境の変化に対し、主体的かつ柔軟に取り組むことが本学の更

なる発展に向けた課題となります。 

 

③③認認証証評評価価へへのの対対応応状状況況  

AA))  大大学学基基準準協協会会（（JJUUAAAA））にによよるる大大学学評評価価へへのの対対応応  

令和５（２０２３）年度大学評価（認証評価）結果において、「改善課題」として指摘され

た事項について令和６年度は、次のとおり対応しました。 

･ 医学研究科における学習成果の測定方法と学位成果との連関が不明瞭な点につ

いて、「大学院医学研究科学位論文審査評価表」を改定しました。引き続き、学習成

果を測定・検証する仕組みの構築に努めています。 

･ 医学部の収容定員の管理について、留年率を低くするため、指導マニュアルに基

づき、成績不振者に対する個別対応の強化に努めています。 

また、「是正勧告」として指摘された事項については、次のとおり対応しました。 

･ 医学研究科における適切な研究指導計画の策定及び学生への明示について、

「大学院医学研究科履修規程」を制定し、学生に研究指導計画を明示するなど、標

準修業年限内での学位授与の促進に努めています。 

BB))  日日本本医医学学教教育育評評価価機機構構（（JJAACCMMEE））にによよるる医医学学教教育育分分野野別別評評価価へへのの対対応応  

令和４（２０２２）年度医学教育分野別評価結果において、「改善のための助言」、「改

善のための示唆」として指摘された事項については、次のとおり対応しました。 

･ 医学部の教育関係委員会の改編により、主要な会議体への学生委員の参画を拡

充し、幅広い教育関係者を含む委員構成で、PDCAサイクルを実施しています。今後、

学生教育の充実を図り、学修成果のさらなる向上を目指しています。 

･ 学生のリサーチマインドの涵養について、「医学研究実習」の実習期間を段階的に 

拡充しています。 

･ 診療参加型臨床実習の充実について、Workplace-based assessmentによる形成的

評価を充実させるため、共通ルーブリックを策定し、教育内容や評価方法の統一化を

図っています。 
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【事事業業実実績績一一覧覧】】  

                                                              (単位：百万円) 

事事業業名名称称  事事業業実実績績等等  予予  算算  実実  績績  差差  異異  

＜＜医医  科科  大大  学学  ＞＞  

１１．．教教学学関関係係  

【【  医医  学学  部部  】】  

1) Plus-DX事業 

 

 

 

2) アクティブ･ラーニング
推進事業 

3) 共用試験(臨床実習前･

後OSCE･CBT)関係の

実施 

4) 第６７回東日本医科学

生総合体育大会関係 

 

 

5) ６学年国試対策合宿

(冬期) 

 

 

6) Moodle関係 

 

7) GPS-Academic受検 

 

 

8) 臨床実習用機器整備 

 

9) 基礎研究医養成活性化

プログラム 

(がんプロフェッショナル) 

 

10) ファクトシート･ 
セミナーパンフレット作成 

 

  

  

  

1) ｢データ一元管理とAI解析を用い

た学修の最適化と無限学習を目

指す大学改革事業｣に係るシステ

ム構築 

2) e-learning教材(電子教科書類)

の提供等 

3) 臨床実習に必要な総合的知識及

び基本的診療技能、態度、臨床

能力の評価(受験料及び年会費) 

4) 第６７回東日本医科学生総合体

育大会主管校に伴う運営予備費

大会期間中の貸切バス利用補

助、旅費及び医療費 

5) 国家試験や卒業試験に向けたレ

ベルアップ 

(主に６年生の成績下位者を対

象に５～６日間の合宿) 

6) Moodle使用料、保守料、カスタ

マイズ費用 

7) 医学部及び看護学部の学生を

対象とした外部のアセスメントテ

スト及び講演会 

8) 臨床実習充実のための機器備

品類の新規･代替購入 

9) オンライン教育プラットフォーム活

動を展開し、８大学で連携する｢関

東次世代がん専門医療人養成拠

点｣参加費用 

10) 学内外向けのファクトシート･ファク

トブックの作成 

目的や用途に応じインフォグラフ

 

 

 

64.7 

 

 

 

15.0 

 

8.0 

 

 

4.5 

 

 

 

4.2 

 

 

 

3.9 

 

3.7 

 

 

3.0 

 

1.0 

 

 

 

1.0 

 

 

 

 

 

45.1 

 

 

 

3.8 

 

9.2 

 

 

0.0 

 

 

 

1.9 

 

 

 

3.5 

 

3.3 

 

 

4.2 

 

0.5 

 

 

 

0.5 

 

 

 

 

 

19.6 

 

 

 

11.2 

 

△1.2 

 

 

4.5 

 

 

 

2.3 

 

 

 

0.4 

 

0.4 

 

 

△1.2 

 

0.5 

 

 

 

0.5 
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11) 基礎研究医養成活性化

プログラム 

(病理プログラム) 

12) 試験問題作成の外部委

託 

 

13) リーディングスキルテスト

受検 

 

【【  看看  護護  学学  部部  】】  

1) 入学定員増員に伴う備

品等整備 

 

 

2) 学生募集広告 

 

3) 実習関係 

 

4) 学生海外研修 

 

 

5) 国家試験対策 

 

 

6) オープンキャンパス諸

経費 

 

 

7) サテライト設置  

  

8) Moodle関係 

 

9) 新型コロナ検査関係 

 

 

 

ィック等による制作 

11) ３大学(筑波大学、獨協医大、自

治医大)の連携を基に行う基礎研

究医養成プログラム費用 

12) ４年総合試験問題等作成を予備

校に委託(教員の業務負担軽減

を図る) 

13) 医学部の学生を対象とした外部の

リーディングスキルテスト受検料 

 

 

1) 入学定員増員及びカリキュラム

改正に伴う準備(機器備品及び

システム(成績･シラバス)のカスタ

マイズ等) 

2) 入学定員増員及びカリキュラム

改正に伴う受験生への周知 

3) 基礎看護学実習及び各領域実

習の実施 

4) フィリピン大学及びレーゲンスブ

ルク大学病院(ドイツ)の臨床実習

等に参加 

5) 国家試験対策コーナー等の環境

整備及び模擬試験･特別講義等

の実施 

6) 対面及びオンライン開催に伴う

準備(実験実習費、学食体験(昼

食代)、在学生手伝い謝礼、ノベ

ルティグッズ、その他雑費等) 

7) 看護学研究科サテライト関係予備

費(埼玉サテライトキャンパス) 

8) Moodle使用料、保守料、カスタマ

イズ費用 

9) 臨床実習前に、新型コロナウィル

ス感染対策としてPCR検査及び抗

原検査を実施 

 

 

0.6 

 

 

0.6 

 

 

0.4 

 

 

 

23.5 

 

 

 

9.0 

 

8.2 

 

7.1 

 

 

3.6 

 

 

3.0 

 

 

 

2.8 

 

2.1 

 

2.0 

 

 

 

 

0.6 

 

 

2.2 

 

 

0.3 

 

 

 

2.5 

 

 

 

8.9 

 

5.2 

 

4.1 

 

 

3.5 

 

 

1.1 

 

 

 

0.6 

 

1.0 

 

0.0 

 

 

 

 

0.0 

 

 

△1.6 

 

 

0.1 

 

 

 

21.0 

 

 

 

0.1 

 

3.0 

 

3.0 

 

 

0.1 

 

 

1.9 

 

 

 

2.2 

 

1.1 

 

2.0 
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10) 成績管理システム保守 

 

11) 外国人との国際交流 

  

  

 

２２．．施施設設・・設設備備関関係係  

1) 総合教育研究棟（工事）

（建設仮勘定） 

2) 駐車場造成工事 

 

3) 土地の購入 

 

4) 関記念学生館寮室改修

工事 

 

5) 大学維持保全事業 

(建物･設備･構築物) 

6) 恒温室系統空冷チラ

ー設備更新工事 

7) 教室棟屋上防水工事 

8) 防災監視盤更新 

 

9) 武道場系統PACエアコ
ン更新工事 

10) 臨床医学棟改修工事 

 

11) 舞台吊物機構設備不

具合修繕工事 

12) 樹木伐採 

 

13) 西側駐車場整備 

14) 入退室管理設備更新 

(ノンタッチタグ) 

15) FCUドレンパン清掃 

16) 空調機軸受整備 

 

10) 保守契約(成績管理システム(アク

ティブ･アカデミー)の安定運用) 

11) フィリピン出身看護師との交流会、

タイ･チェンマイ大学との交流会 

地域の在日外国人との交流会等 

 

 

1) 総合教育研究棟新築に係る工事

上棟費 

2) 教職員増加に伴う駐車場の追加

造成(55台分) 

3) 校地の取得(賃貸からの土地購

入費用） 

4) 寮室退去後の修理･美装、空調

機及び水回り(UB･WC･キッチン)

等の更新費用 

5) 建物･設備機器･構築物の修繕

及び更新 

6) チラー設備の更新 

 

7) 防水層の更新 

8) 雲雀館･関記念学生館･３０周年

記念館防災監視盤の更新 

9) エアコンの更新 

 

10) 総合教育研究棟への渡り廊下接

続に伴う研究室改修 

11) ３０周年記念館ホールの舞台吊

物落下防止措置 

12) 総合教育研究棟新築工事に伴う

事前準備としての樹木伐採 

13) 駐車場ラインの引き直し費用 

14) ドミトリーさくら･いちょうの入退室

管理設備の更新 

15) ドレンパン清掃(定期メンテナンス) 

16) 軸受分解点検整備 

 

1.2 

 

0.6 

 

 

 

 

3987.5 

 

35.0 

 

24.0 

 

79.9 

 

 

102.9 

 

85.0 

 

55.0 

52.5 

 

31.0 

 

30.0 

 

15.5 

 

10.0 

 

9.0 

7.7 

 

7.7 

7.7 

 

1.2 

 

0.0 

 

 

 

 

3987.5 

 

36.5 

 

23.7 

 

88.3 

 

 

78.4 

 

77.5 

 

36.1 

39.8 

 

17.6 

 

15.1 

 

15.4 

 

14.0 

 

7.2 

8.9 

 

6.7 

7.7 

 

0.0 

 

0.6 

 

 

 

 

0.0 

 

△1.5 

 

0.3 

 

△8.4 

 

 

24.5 

 

7.5 

 

18.9 

12.7 

 

13.4 

 

14.9 

 

0.1 

 

△4.0 

 

1.8 

△1.2 

 

1.0 

0.0 
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17) フード清掃 

18) 労働安全委員会 

 

19) 教育研究･実習用機器

整備予備費 

20) 研究設備予備費 

 

21) 教育･研究管理設備費 

 

22) 学長裁量経費(設備分) 

 

23) 看護学部･助産学専攻

科機器整備費 

 

24) 管理用機器･ソフトウェ

ア整備費 

25) 図書(医学部･看護学

部)購入費 

 

 

３３．．管管理理運運営営関関係係  

1) 学長裁量経費 

 

2) 創立５０周年記念DVD

の制作 

 

 

3) 姫路高等教育関係 

 

4) トレーニングルーム器具

更新 

5) 看護師確保対策事業費 

 

 

6) Web人事評価システム

導入 

 

17) 厨房のフード清掃 

18) 職場巡視時における指摘事項の

是正対応 

19) 各講座に係る教育研究･実習用

機器整備予備費 

20) 文科省補助金申請採択に伴う

教育研究用機器備品の購入 

21) 医学部の教育研究用機器備品･

教育研究用ソフトウェアの購入 

22) 学長裁量経費による教育研究用

機器備品の購入 

23) 看護学部および助産学専攻科

の教育研究用機器備品･教育研

究用ソフトウェアの購入 

24) 管理用機器･ソフトウェア購入予

備費 

25) 教育研究用図書の購入 

(医学部16,400千円、看護学部

3,010千円) 

 

 

1) 学長のリーダーシップのもと、選

定された事業･研究の助成 

2) 周年事業の一環である記念DVD

制作を円滑に進めるため、専門

的な知識を有する企業と業務支

援契約を締結 

3) 獨協学園姫路医療系高等教育･

研究機構に係る建物賃借料 

4) トレーニング器具保守期間終了

に伴う更新 

5) 学内外の看護学生を対象とした

Webを含めた就職説明会等の広

報活動に係る経費 

6) ペーパーレス化と教職員の利便

性向上のため、従来の紙の評価

表からWeb上で評価する形式に

6.6 

6.0 

 

256.2 

 

100.0 

 

26.6 

 

20.0 

 

16.1 

 

 

9.4 

 

19.4 

 

 

 

 

20.0 

 

20.0 

 

18.2 

 

18.0 

 

11.0 

 

9.2 

 

 

8.0 

 

 

3.1 

0.0 

 

192.7 

 

0.0 

 

6.9 

 

0.7 

 

4.8 

 

 

12.5 

 

12.6 

 

 

 

 

3.3 

 

0.0 

 

5.2 

 

16.5 

 

7.5 

 

4.4 

 

 

7.2 

 

 

3.5 

6.0 

 

63.5 

 

100.0 

 

19.7 

 

19.3 

 

11.3 

 

 

△3.1 

 

6.8 

 

 

 

 

16.7 

 

20.0 

 

13.0 

 

1.5 

 

3.5 

 

4.8 

 

 

0.8 
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7) ナーシングスキル日本

版 

 

8) 勤怠管理システムサー

バーの更新 

 

9) ホームページレスポンシ

ブ対応 

 

10) 解剖用遺体処置台クリ

ーンシステムフィルター

交換 

 

11) FD･SDセンター主催に

よる各種講習会、研修

会の実施 

12) PICC用超音波画像診

断装置購入 

 

13) 障がい者雇用推進費 

 

 

 

14) 福利厚生によるイベント

費用 

 

変更 

7) インターネットを介して看護基礎

教育から臨床まで｢看護基準｣を

常時参照できる環境を提供 

8) 安定稼働の観点から保守対応可

能期間を超過するサーバーの更

新 

9) OPAC(蔵書検索)のバージョンア

ップに伴うホームページのレスポ

ンシブ対応 

10) 処置者へのホルマリンを含む有

害有機物等の被爆対策として法

令に定められた局所排気装置の

機能保全 

11) 医療安全管理者養成講習会、実

習指導者講習他 

 

12) 末梢中心静脈カテーテルPICC

用シミュレーターの追加購入(看

護職用) 

13) 障がい者法定雇用率を達成し共

に働く社会づくりに貢献するため

の、教職員に対する啓発や求人

活動等に要する経費 

14) 新型コロナが第５類へ移行しイベ

ント開催が緩和されており、福利

厚生の一環で計画･実施 

  

 

6.9 

 

 

4.0 

 

 

3.6 

 

 

2.8 

 

 

 

2.6 

 

 

1.4 

 

 

1.0 

 

 

 

0.3 

 

 

 

6.9 

 

 

9.2 

 

 

2.2 

 

 

2.8 

 

 

 

2.1 

 

 

0.0 

 

 

0.7 

 

 

 

0.3 

 

 

 

 

0.0 

 

 

△5.2 

 

 

1.4 

 

 

0.0 

 

 

 

0.5 

 

 

1.4 

 

 

0.3 

 

 

 

0.0 

 

 

 

＜＜大大  学学  病病  院院＞＞  

１１．．医医療療活活動動関関係係  

1) 病院総合情報システム 

 

 

 

2) da vinci Spの導入 

 

 

 

 

1) 電子カルテシステム･PACS他 

年間賃借料:4,021千円 

資産リース支払:485,202千円 

年間保守料:217,344千円 

2) シングルアームのデザインにより

様々なサージカルアクセスが可

能 

 

 

706.6 

 

 

 

354.2 

 

 

 

 

711.6 

 

 

 

0.0 

 

 

 

 

△5.0 

 

 

 

354.2 
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3) 感染制御対策事業 

 

 

 

 

4) 内視鏡機器の整備 

 

 

 

5) 医療安全推進事業 

 

 

 

 

２２．．施施設設・・設設備備関関係係  

1) ナースコール更新 

 

2) 新館熱源改修工事(２/

３期） 

3) 病棟・外来改修工事 

4) 本館空調機更新工事 

 

5) エアコン更新・新設工

事 

6) 放射線量管理システム

整備 

7) 大会議室改修工事 

 

8) 病院建物維持保全 

 

 

9) ターボ冷凍機冷却塔の

更新工事 

10) 各種フィルタ交換工事 

 

11) 病院照明LED化工事 

 

3) 院内感染症の発生状況の把握、

発生時の対応 

院内感染防止のための啓蒙･教

育活動 

院内感染防止マニュアルの整備 

4) VPP･WPP方式による契約 

リース期間:R6.5.1～R11.4.30 

リース総額:113,071千円(保守料

込) 

5) 講演会開催･他医療機関の情報

伝達･啓蒙活動 

医療事故報告の管理･分析 

医療安全の教職員への通知 

 

 

1) 本館及び新館6病棟への導入 

(1病棟3,000万円) 

2) 省エネ及びCO2削減を目的とし

た改修工事 

3) 未使用ブースの仕様変更工事 

4) 病院本館開院当初より運転して

いる空調機の更新 

5) 部品調達不可の機器更新及び

省エネ対策工事 

6) 放射線業務従事者の被ばく量把

握 

7) 空調・照明及びマイク等の音響

設備の改修 

8) 病院各棟の電気・使用給排水・

空調設備等の改修、更新に伴う

工事 

9) H１５設置２０年経過。外装腐食

防止工事 

10) 各種フィルタ交換及び洗浄、空

調機フィルタの更新工事 

11) 節電効果を図り、新館D棟病室

の照明器具を蛍光灯からLED化 

40.7 

 

 

 

 

22.6 

 

 

 

16.0 

 

 

 

 

 

180.0 

 

90.0 

 

100.0 

38.0 

 

45.0 

 

20.0 

 

20.0 

 

220.0 

 

 

80.0 

 

30.0 

 

30.0 

 

21.2 

 

 

 

 

29.2 

 

 

 

29.7 

 

 

 

 

 

116.7 

 

84.8 

 

20.9 

0.0 

 

22.3 

 

0.0 

 

0.0 

 

190.6 

 

 

64.9 

 

14.7 

 

4.0 

 

19.5 

 

 

 

 

△6.6 

 

 

 

△13.7 

 

 

 

 

 

63.3 

 

5.2 

 

79.1 

38.0 

 

22.7 

 

20.0 

 

20.0 

 

29.4 

 

 

15.1 

 

15.3 

 

26.0 
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12) 防水工事 

 

13) 動力盤更新工事 

 

14) ポンプ整備 

 

15) UPS工事 

 

 

16) 外構整備工事 

17) 各棟空調機軸受け･ 

シャフト整備洗浄 

18) 手術室、放射線部系統 

VCB更新工事 

 

19) ヘリポート修繕工事 

 

 

20) 医療機器整備予備費 

 

21) 臨床研修費 

 

22) 放射線機器の購入 

 

 

 

 

 

23) 診療体制整備費 

 

24) スマートベッドシステム

の導入 

25) スマート化対応搬送ロ
ボット導入 

26) 勤怠管理システム

(Vicsell)導入 

 

12) 防水保証期間経過（１０年）による

病院本館屋上の漏水箇所工事 

13) H８設置２７年経過。病院機能維

持のため計画的な更新工事 

14) 病院機能維持のための各種ポン

プの計画的な更新工事 

15) H２７設置８年経過。バッテリーの

充電能力維持のため計画的な

更新 

16) 枯れ木の伐採、駐車場の修理等 

17) 定期的な空調(軸受け･シャフト)

の整備、洗浄 

18) H８設置２７年経過。病院機能維

持及び安全性向上のための更

新工事 

19) ドクターヘリ運航に必要な給油

設備、ヘリバット設備の修理費用

他 

20) 医療機器の新規･代替購入に伴

う予備費 

21) 臨床研修用機器･OA機器の購

入 

22) 全身用X線CT診断装置 

243,100千円 

角度可変ガンマカメラ 

57,200千円 

デジタルX線乳房撮影装置

59,950千円 

23) 未使用ブースの有効活用(外来

仕様変更に伴う診察台･什器等) 

24) ナースコールに連動したスマート

ベッドシステムの導入(第３期) 

25) スマート化対応搬送ロボット導入
(臨床検査センター･輸血部) 

26) スマートフォンからの申請対応シ

ステム 

 

30.0 

 

26.0 

 

15.0 

 

15.0 

 

 

15.0 

14.0 

 

13.5 

 

 

10.0 

 

 

500.0 

 

30.0 

 

360.3 

 

 

 

 

 

150.0 

 

75.0 

 

40.0 

 

30.5 

 

 

15.5 

 

0.0 

 

14.5 

 

14.2 

 

 

5.2 

6.0 

 

12.1 

 

 

5.0 

 

 

521.7 

 

4.4 

 

0.0 

 

 

 

 

 

141.8 

 

44.1 

 

19.7 

 

16.3 

 

 

14.5 

 

26.0 

 

0.5 

 

0.8 

 

 

9.8 

8.0 

 

1.4 

 

 

5.0 

 

 

△21.7 

 

25.6 

 

360.3 

 

 

 

 

 

8.2 

 

30.9 

 

20.3 

 

14.2 
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27) 端末・表示盤更新(リー

ス) 

28) 災害対策

HumanbridgeBCP他(リ

ース) 

29) TrendMicro EDR導入
(リース) 

 

30) 放射線治療計画支援

システム更新(リース) 

 

31) NICUシステム更新(リ

ース) 

 

32) 病理支援システム更新

(リース) 

 

33) 生理検査データ管理

システム(リース) 

 

34) SOLNET、forestchart
関連更新(リース) 

 

35) 輸血細胞治療管理シ

ステム(リース) 

 

 

27) 診療用端末及び表示盤の定期

的な更新 

28) NICU･薬剤部手術部無線化･災

害対策ソリューション

HumanbridgeBCP他 

29) 病院情報システムのサイバー攻

撃に対応する防御システムの導

入 

30) 病巣への照射シミュレーションを

行い、最適化された計画を作成

するシステムの更新 

31) 重篤状態の新生児データを２４

時間一元管理し、安全性向上を

図るシステム更新 

32) 業務量増加のため機器とシステ

ムとの連携にて、標本のデジタ

ル化にて効率化を目指す 

33) 心電図検査室と各病棟･診療科

での検査データを一元管理し、

閲覧出来るシステムの更新 

34) 調剤支援システム更新  

安定した業務継続のためのシス

テム更新 

35) 電子カルテ連動による血小板製

剤･自己血オーダ発行。輸血認

証及び会計との連携構築 

 

257.2 

 

219.7 

 

 

149.6 

 

 

105.3 

 

 

91.5 

 

 

79.5 

 

 

67.5 

 

 

42.9 

 

 

27.2 

 

150.3 

 

0.0 

 

 

0.0 

 

 

82.0 

 

 

90.7 

 

 

66.1 

 

 

61.1 

 

 

37.8 

 

 

0.0 

 

 

106.9 

 

219.7 

 

 

149.6 

 

 

23.3 

 

 

0.8 

 

 

13.4 

 

 

6.4 

 

 

5.1 

 

 

27.2 

 

＜＜埼埼玉玉医医療療セセンンタターー＞＞  

１１．．医医療療活活動動関関係係  

1) 医療情報システムの充

実  

  

2) 内視鏡システムの整備

(リース) 

 

 

 

 

 

1) 年間賃借料:35,200千円  

年間保守料:310,200千円 

資産リース支払:216,900千円 

2) VPP方式による契約(耳鼻咽喉・

頭頸部外科) 

リース期間:R6.9.1～R11.8.31 

リース総額:94,116千円 

 

 

 

562.3 

 

 

11.0 

 

 

 

 

 

 

365.2 

 

 

11.0 

 

 

 

 

 

 

197.1 

 

 

0.0 
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3) 内視鏡システムの整備 

(リース) 

 

4) ユニフォームの更新  

  

  

5) スマート化の推進 

 

6) 手術部術衣の更新 

 

  

２２．．施施設設･･設設備備関関係係  

1) 管理棟建築工事関連  

 

 

  

2) 病院内維持保全工事  

3) 生理機能検査室改修工

事  

4) １号館無停電装置更新

工事  

5) 土地の購入(みらい棟土

地)  

6) 病院内新設工事  

  

7) ２号館・研究棟エレベー

ター更新工事  

8) 放射線部改修工事(２期

工事)  

  

9) スマートフォンナースコ
ール導入工事 

10) １号館医療用圧縮空気
供給設備更新工事 

11) 非常用発電機点検 

 

 

3) VPP方式による契約(手術部) 

リース期間:R6.9.1～R11.8.31 

リース総額:61,050千円 

4) 医師、薬剤師、技師ユニフォーム

の更新 

(更新による増加額分のみ計上) 

5) スマートフォン活用 

(アミボイス･ナースコール) 

6) 手術部術衣の更新(増額分のみ

計上) 

 

 

1) 管理棟建築工事(３／３)：800,320

千円(４号館駐車場内に新築) 

管理棟関連の新設工事： 

79,060千円 

2) 病院内の改修・更新に伴う工事 

3) 生理機能検査室の機能拡充に

伴う改修工事 

4) 前回更新から１０年超経過による

出力低下の回避 

5) 校地の取得(みらい棟土地の購

入費用) 

6) 監視カメラ更新・新設、学術ネッ

トワーク構築他 

7) 主要部品調達不可の設備更新 

 

8) 一般撮影室拡張及び他機能充

実のための改修工事(２年計画の

最終年) 

9) 医療活動スマート化のため導入

工事 

10) 主要部品調達不可の設備更新 

 

11) 非常用発電機(G1･G2及びEG1)

における安全性向上のための点

検・整備 

7.2 

 

 

50.0 

 

 

15.0 

 

10.0 

 

 

 

879.4 

 

 

 

390.7 

190.0 

 

170.0 

 

120.0 

 

100.0 
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12) １号館・外来棟屋上防

水工事 

13) 外来棟1・2階外来エリア

空調機オーバーホール 

14) 医療機器整備予備費 

 

15) 臨床研修費 

16) カリーナシステムの更新 

 

17) 放射線一般撮影装置
更新(２年目) 

 

 

 

 

18) リプロダクションセンター
関連機器の更新 

 

 

 

19) 越谷クリニック診療用機

器一式の更新 

 

20) 管理棟什器備品の整備 

 

21) 滅菌管理システム導入 

22) 改修に伴う機器備品購

入 

23) 管理部門機器の更新 

 

24) 診療体制整備他 

 

25) 医療情報システム更新

(リース) 

26) 医療情報システムセキ

ュリティ対策(リース) 

 

12) 防水のための工事(一部防水層

の不具合有り) 

13) 安全性向上のための点検・整備 

 

14) 医療機器の新規・代替購入に伴

う予備費 

15) 臨床研修用機器の購入 

16) 手術映像記録・配信システム更

新(医療安全管轄分) 

17) 一般撮影室拡張に伴う装置の購

入(２年計画の最終年): 

84,700千円 

越谷クリニックへの機器移転に

伴うコンソールの更新: 

2,860千円 

18) タイムラプス機器２台(保証終了): 

60,130千円 

不妊治療管理システム導入(デー

タ管理、診療効率化): 

12,690千円 

19) 透析用水・透析液供給装置およ

び装置統合管理支援システム一

式他 

20) 管理棟開設に伴う什器備品の購

入 

21) 滅菌物品管理のため導入 

22) 生理機能検査室改修に伴う機器

備品他 

23) オンライン資格確認端末増設40

台(マイナンバー保険証対応)他 

24) RFIDによる検体管理システムの

導入他 

25) システム更新(電子カルテ・部門シ

ステム) 

26) システムセキュリティ対策: 

129,950千円 
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21.2 

 

0.0 

0.0 

 

4.7 

 

14.4 

 

1979.7 

 

3.6 
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12.0 

 

53.7 
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△1.1 
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126.4 
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27) 臨床検査関連システム

(リース) 

 

 

28) 自動薬剤ピッキングシス

テム、電カル増設(リー

ス) 

 

 

29) 各種診療関連(リース) 
 

27) 生理検査システム更新: 

75,900千円 

検体情報統括管理システム: 

24,630千円 

28) 自動薬剤ピッキングシステム導入: 

60,000千円 

電子カルテ端末増設(デスク50台、

ノート50台、モニタ100台): 

39,600千円 

29) ペースメーカー統合管理システ

ム:18,260千円 

電子処方せん導入:11,000千円 

 

100.5 

 

 

 

99.6 

 

 

 

 

29.2 

76.3 

 

 

 

0.0 

 

 

 

 

0.0 

24.2 

 

 

 

99.6 

 

 

 

 

29.2 

  

＜＜日日光光医医療療セセンンタターー＞＞  

１１．．医医療療活活動動関関係係  

1) 電子カルテ･部門システ

ムの維持管理 

2) サイバーセキュリティ対

策管理 

  

２２．．施施設設･･設設備備関関係係  

1) PBX機能強化  

  

2) 患者サービス向上対応  

  

3) 病院建物維持保全  

  

4) 医療機器整備予備費  

  

5) サイバーセキュリティ対

策整備  

6) アブレーションシステム

の更新  

7) 電子処方箋対応 

8) 車輌の更新 

  

  

  

1) 病院情報システムの充実（リース

料・保守料） 

2) サイバーセキュリティ対策（保守

料･利用料) 

 

 

1) 自動音声案内システム、通話録

音機能追加 

2) 患者サービス向上を目的とした

設備追加予備費 

3) 病院機能維持のための建物設

備保全費用等 

4) 医療機器の新規・代替購入に伴

う予備費 

5) サイバー攻撃に対する防御策の

整備 

6) アブレーションシステムの更新 

 

7) 電子処方箋サービスの導入費用 

8) 救急車(15,500千円)及び公用車

(6,000千円)の購入 
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＜＜看看護護専専門門学学校校壬壬生生校校＞＞  

１１．．教教学学関関係係  

1) 実習関係 

 

 

2) 新規LMS(Moodle)の導

入･維持管理 

 

３３．．管管理理運運営営関関係係  

1) パンフレット等の制作 

 

2) 広報活動 

  

 

    

  

1) 病院や介護老人保健施設、地域

包括支援センター、福祉･在宅施

設、保育園等での実習 

2) Moodle使用料･保守料･カスタマ
イズ費用 

 

 

1) パンフレット･チラシ、入学試験募

集要項等の作成 

2) 学外進学相談会への出展、広報

誌への掲載 

HPやインターネット媒体等の広

報費用 

 

 

 

2.7 

 

 

1.4 

 

 

 

2.5 

 

1.0 

 

 

1.8 

 

 

0.6 

 

 

 

2.5 

 

0.4 

 

 

0.9 

 

 

0.8 

 

 

 

0.0 

 

0.6 

＜＜看看護護専専門門学学校校三三郷郷校校＞＞  

１１．．教教学学関関係係  

1) 実習関係 

 

 

2) 看護師国家試験対策 

 

 

3) 新規LMS(Moodle)の導

入･維持管理 

 

２２．．施施設設設設備備関関係係  

1) 防犯カメラ整備 

 

 

2) ２F講義室改修工事 

 

 

3) サーバー室空調機器
更新 

 

 

 

1) 病院や介護老人保健施設、地域

包括支援センター、福祉･在宅施

設、保育園等の施設での実習 

2) 低学年より模試の実施及び自己

学習の点検･確認、チューター制

による指導の実施 

3) Moodle使用料･保守料･カスタマ
イズ費用 

 

 

1) 安全対策を目的とした防犯カメラ

の増設及び既存設備の点検･整

備 

2) 学年(80名)での講義を可能とす

るため、既存講義室の隔壁撤去

及びそれに付随する設備移設 

3) サーバー室の適正温度維持を

目的とした空調機の更新 

 

 

 

5.4 

 

 

2.3 

 

 

1.0 
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4) 図書の購入 

 

 

 

5) 学務システムWebﾎﾟｰﾀ

ﾙｼｽﾃﾑ導入 

 

３３．．管管理理運運営営関関係係  

1) パンフレット等の制作  

  

2) 広報活動 

4) 年次計画による図書の購入(300

冊) 

図書室の充実を目的とした追加

図書の購入(300冊) 

5) 授業評価アンケートの集計及び

学生の出欠席確認 

 

 

1) パンフレット･チラシ、入学試験募

集要項等の作成 

2) 学外進学相談会への出展、広報

誌への掲載 

HPやインターネット媒体等の広

報費用 

 

1.5 

 

 

 

6.9 

 

 

 

2.7 

 

1.3 

1.2 

 

 

 

2.0 

 

 

 

2.3 

 

1.0 

0.3 

 

 

 

4.9 

 

 

 

0.4 

 

0.3 

  

  

（（４４））姫姫路路獨獨協協大大学学  

１１））主主なな事事業業実実績績とと課課題題  

①①教教学学関関係係  

多多職職種種連連携携合合同同セセミミナナーーのの実実施施  

  「文理総合大学」の強みを活かし、全学的な取り組みとして、学部・学群の垣根を超え

たＩＮＴＥＲＰＲＯＦＥＳＳＩＯＮＡＬ ＥＤＵＣＡＴＩＯＮ：以下、ＩＰＥ）（多職種連携教育）を展

開しました。ＩＰＥでは、教員には、初年次における教職員間の大学内連携を強化、協働

意識の醸成を図りながら、一方で学生には学年毎に段階を追って学習させることによっ

て、医療・福祉の臨床現場や地域における様々な職域に不可欠の多職種連携・協働に

ついて、学部・学群の垣根を越えた学びを推進しました。  

AA))  「「医医療療保保健健学学部部」」ににつついいてて  

資質の高い技術及び応用能力を備え、関連医療職と連携・協力できる医療従事者

の育成に努めました。 

［国家試験対策］ 

基本計画の重点項目にあげた４年次生の国家試験対策を充実させ、国家試験対策

問題、模擬試験等の内製と外部模試、ＷＥＢ学習を有効に活用し合格率向上に努め

ました。 

［地域貢献］  

出張講義、中学生を対象に実験機器を利用した公開講座「カラダを科学する」、学

内施設開放等の取り組みを通した地域貢献により各職種の認知及び理解を促し、志

－ 35－
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願者確保に繋げました。 

［実習関係］ 

作業療法・臨床工学では、１年次より、理学療法・言語聴覚療法では２年次より学外

実習を行い、医療人として、また、社会人として、それぞれの分野に必要な技能・知識

の他マナー等の修得に努めました。 

BB))  「「薬薬学学部部」」ににつついいてて  

薬の専門家としての実践的能力、高い倫理観と豊かな人間性を備え、人々の健康

の保持・増進と福祉の向上に貢献し、薬物治療の進展に資する研究心をもった薬剤師

の育成に努めました。 

［国家試験対策］ 

４年次を対象としたＣＢＴ対策講座及び模試の実施、６年次生を対象とした国試対策

講座、模試を実施する他、全ての専門科目において定期試験後に補講期間を設けて

再試験を実施、再履習者に配慮した時間割や別途指導等、基礎から丁寧に指導する

体制の更なる充実に努めました。学ぶ習慣をつけさせる学生教育、教育能力を向上さ

せる教員教育、薬学を学ぶための基礎教育を行いました。 

［実習関係］ 

１年次より、動機付けのため早期体験学習を課し、５～６年次において長期実習を

課すなど、薬剤師職務に必要な、知識・技能・態度の修得に努めました。 

CC))  「「看看護護学学部部」」ににつついいてて  

看護に関する専門知識・技能を学修し、科学的思考力と主体的学習能力を涵養す

ることによって、看護実践の質の向上に役立て、地域社会に貢献できる専門看護職者

の育成に努めました。 

［国家試験対策］ 

学部内に国家試験対策委員会を組織し、対策のための図書の選定や企画等を行

いました。入学前準備教育で学習への動機付けを行い、模擬試験、集中講義、ＷＥＢ

学習、教員による個別指導によって支援を行いました。 

［実習関係］ 

看護師職務に必要な、知識・技能・態度の修得に努めました。県立はりま姫路総合

医療センターを中心に実習を行いました。 

DD))  「「人人間間社社会会学学群群」」ににつついいてて  

人文・社会・自然科学及び医療福祉に関する幅広い教養を身に付けるとともに、 そ

れぞれが、国際言語文化、現代法律学、産業経営に関係する専門分野を深く修める

ことによって、 現代の人間社会における諸課題に正しく対処できる人材の育成に努

めました。 

［人間社会演習］ 

社会人基礎力で求められる「考え抜く力」「前に踏み出す力」「チームで働く力」の能

力養成のため、外部講師を招いての実践的な授業を行いました。 

－ 36－
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EE))  「「学学習習支支援援セセンンタターー」」ににつついいてて 

学生の基礎学力向上のために、センター併任教員が基礎学力向上部門、学習相談

部門、学生データの収集分析部門、入学前教育部門、日本語学習支援部門において

学生指導を実施しました。 

FF))  「「高高等等教教育育修修学学支支援援奨奨学学金金」」ににつついいてて  

大学等における修学支援に関する法律等の施行に基づく授業料減免を実施しまし

た。 

  

②②地地域域関関係係  

AA))  「「地地域域連連携携のの充充実実」」ににつついいてて  

地域連携の充実及び産学公連携の総合窓口としての役割を担う地域連携課におい

て、姫路市との包括協定や医療系高等教育・研究機構等を利用した公開講座の実施

をはじめ、学内施設を地域住民の方々に開放するなど、さまざまな取組みを行いまし

た。また、姫路市健康福祉部局との連携による地域課題に対応する協働活動にかかる

準備を学内で始動いたしました。さらに、大学のみでの開催が全国初となるキッザニア

事業を全学一丸となって展開し、地域に根差した総合大学の魅力を発信しました。 

 

③③管管理理・・運運営営関関係係  

AA))  「「広広報報活活動動」」ににつついいてて  

大学イメージアップを目的とした駅前イベント等により社会的貢献をアピールし、受

験生・保護者への認知を高めました。また、学生募集のための広報においては、広報

効果を高めるため、各媒体の効果検証をオープンキャンパス参加者数や志願者数等

から精査し、業者・媒体選定を行いました。その他に、高大連携事業の一層の充実に

努めました。 

 

④④設設備備関関係係  

AA)) 証証明明書書発発行行機機更更新新ににつついいてて  

新札に対応するための証明書発行機の更新を実施しました。 

 

【【事事業業実実績績一一覧覧】】  

（単位：百万円） 

事事  業業  名名  称称  事事業業実実績績等等  予予  算算  実実  績績  差差  異異  

１１．．教教学学関関係係  

１) 医療保健学部 

 

 

 

 

１) 資質の高い技術及び応用能力を備え、

関連医療職と連携・協力して医療ができ

る医療従事者の育成に努めました。 

 

 

36.7 

 

 

 

 

42.9 

 

 

 

 

△6.2 

 

 

 

※( )内の数字は内数 
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① 国家試験対策 

 

 

 

 

② 地域貢献 

 

 

③ 実習関係 

 

 

 

 

 

２) 薬学部 

 

 

 

 

① 国家試験対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 実習関係 

 

 

 

 

 

３) 看護学部 

 

①基本計画の重点項目にあげた４年次生

の国家試験対策を充実させ、国家試験

対策問題、模擬試験等の内製と外部模

試、ＷＥＢ学習を有効に活用し合格率向

上に努めました。 

②出張講義、学内施設開放等の取り組みを

通した地域貢献により各職種の認知及び

理解を促し、志願者確保に繋げました。 

③作業療法・臨床工学では、１年次より、理

学療法・言語聴覚療法では２年次より学

外実習を行い、医療人として、また、社会

人として、それぞれの分野に必要な技能・

知識の他マナー等の修得を目指します。 

 

２) 薬の専門家としての実践的能力、高い

倫理観と豊かな人間性を備え、人々の健

康の保持・増進と福祉の向上に貢献し、

薬物治療の進展に資する研究心をもった

薬剤師の育成に努めました。 

①４年次を対象としたＣＢＴ対策講座及び模

試の実施、６年次生を対象とした国試対

策講座、模試を実施する他、全ての専門

科目において定期試験後に補講期間を

設けて再試験を実施、再履習者に配慮し

た時間割や別途指導等、基礎から丁寧

に指導する体制の更なる充実に努めまし

た。学ぶ習慣をつけさせる学生教育、教

育能力を向上させる教員教育、薬学を学

ぶための基礎教育を行いました。 

②１年次より、動機付けのため早期体験学

習を課しています。また、５～６年次にお

いて長期実習を課し、薬剤師職務に必要

な、知識・技能・態度の修得に努めまし

た。 

 

３) 看護に関する専門知識・技能を学修し、

科学的思考力と主体的学習能力を涵養

(0.4) 
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19.1 
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① 国家試験対策 

 

 

 

 

 

② 実習関係 

 

 

 

 

4) 人間社会学群 

 

 

 

 

 

 

①人間社会演習 

  

 

 

 

５) 学習支援センター 

 

 

 

 

 

６) 高等教育修学支援

奨学金 

 

 

 

することによって、看護実践の質の向上

に役立て、地域社会に貢献できる専門看

護職者の育成に努めました。 

①学部内に国家試験対策委員会を組織

し、対策のための図書の選定や企画等を

行っています。入学前準備教育で学習へ

の動機付けを行い、模擬試験、集中講

義、ＷＥＢ学習、教員による個別指導によ

って支援を行いました。 

②看護師職務に必要な、知識・技能・態度

の修得に努めました。県立はりま姫路総

合医療センターを中心に実習を行いまし

た。 

 

4) 人文・社会・自然科学及び医療福祉に

関する幅広い教養を身に付けるとともに、

それぞれが、国際言語文化、現代法律

学、産業経営に関係する専門分野を深く

修めることによって、現代の人間社会に

おける諸課題に正しく対処できる人材の

育成に努めました。 

①社会人基礎力で求められる「考え抜く力」

「前に踏み出す力」「チームで働く力」の

能力養成のため、外部講師を招いての実

践的な授業を行いました。 

 

５) 学生の基礎学力向上のために、センタ

ー併任教員が基礎学力向上部門、学習

相談部門、学生データの収集分析部門、

入学前教育部門、日本語学習支援部門

において学生指導を実施しました。 

 

６) 大学等における修学支援に関する法律

等の施行に基づく授業料減免を行いまし

た。 

 

 

 

 

 

(5.1) 

 

 

 

 

 

(17.8) 

 

 

 

 

5.7 
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２２．．地地域域関関係係  

１) 地域連携の充実 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３．．管管理理・・運運営営関関係係  

１) 広報活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４４．．設設備備関関係係  

１) 証明書発行機更新 

 

１) 地域連携の充実及び産学公連携の総

合窓口としての役割を担う地域連携課に

おいて、姫路市との包括協定や医療系高

等教育・研究機構等を利用した公開講座

の実施をはじめ、学内施設を地域住民の

方々に開放するなど、さまざまな取組みを

行いました。また、姫路市健康福祉部局と

の連携による地域課題に対応する協働活

動にかかる準備を学内で始動いたしまし

た。さらに、大学のみでの開催が全国初と

なるキッザニア事業を全学一丸となって展

開し、地域に根差した総合大学の魅力を

発信しました。 

 

 

１) 大学イメージアップを目的とした駅前イ

ベント等により社会的貢献をアピールし、

受験生・保護者への認知を高めました。

また、学生募集のための広報において

は、広報効果を高めるため、各媒体の効

果検証をオープンキャンパス参加者数や

志願者数等から精査し、業者・媒体選定

を行いました。その他に、高大連携事業

の一層の充実に努めました。 

 

 

１) 新札に対応するための証明書発行機の

更新を実施しました。 

 

 

12.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.5 

 

 

17.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.9 

 

 

△5.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0 
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（（５５））獨獨協協中中学学・・高高等等学学校校  

１１））主主なな事事業業実実績績とと課課題題  

本校は、第１３代校長 天野貞祐先生が掲げた「教育愛こそ学園の情熱であり、人間教

育こそ本学園の精神である」という心構えを教職員一人ひとりが常に持って教育に携わる

ことが大切であると考えています。 

教育活動等の事業について、各学年、各教科、部局等が期初に部門目標をたてて期

中見直しを行いながらその実現に向けて業務に取り組んでいます。特に令和６年度は併

設型中高一貫校の特性を活かした教育課程表の改訂、生徒の自学を促す環境づくり、

国際交流の深化、時代に即した施設・設備に更新する等、より良い社会を創成する人材

の輩出を目指して教学面の充実と教育環境の向上に取り組みました。 

令和６(２０２４)年度の主な事業実績と課題は以下のとおりです。 

  

①①教教育育のの主主なな実実績績とと課課題題  

AA))  教教育育課課程程表表のの改改訂訂  

高校での効率的かつ幅広い科目選択を可能にするため、高校課程の生物基礎お

よび数学ⅠＡを中学３年で先行履修する中学教育課程表を策定しました。また、高校

における選抜クラスを継続するとともに、一般クラスの学力伸長のために、高校１年の

数学・英語で習熟度別授業を導入しました。 

令和７年度以降は、習熟度別授業が高校２年までつながるため、その効果の検証と

さらなる改善が課題となります。 

BB))  自自学学をを促促すす環環境境づづくくりりとと授授業業改改革革  

学習アプリ「スタディサプリ」を導入したり、自習室に卒業生をチューターとして採用し

たりするなどして、自学を促す方策を実施しました。また、授業アンケートを継続して実

施することで、各教員・教科・学年の課題を抽出し、改善に努めました。 

令和７年度以降は、授業を通じて生徒たちが主体的に学習する授業改革が課題と

なります。 

CC))  国国際際交交流流・・海海外外研研修修ププロロググララムムのの充充実実  

令和６年度に創設した部署「国際交流支援センター」を中心に、海外との交流を進

めました。ドイツのパートナシップ協定提携校２校やSMA Muhammadiyah 1 Yogyakarta

（インドネシア）の高校生が来校し、交流を深めることができました。 

また、夏休みの海外研修として、ドイツスタディツアー（高校１・２年）、イギリスコッツウ

ォルズでのホームステイ（中学３年・高校１年）、ニュージーランド短期留学（高校１年）

が行われ、それぞれの目的に応じて、多くの生徒たちが参加しました。 

海外の方々と一緒に過ごすことが特別なことではなくなり、海外の大学進学も選択肢

になるような環境づくりを目指します。 

DD))  中中学学入入試試のの取取りり組組みみ  

令和３（２０２１）年度入試から導入した中学午後入試、令和４（２０２２）年度から始まっ
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た獨協医科大学への系列校推薦等により、受験生の偏差値帯は上昇を続けています。 

＜中学入試 結果偏差値推移(日能研)＞ 

偏差値推移（第１回入試）/第２回入試/第３回入試/第４回入試 

２０２０年度入試 ２０２５年度入試 

４３/（未導入）/４１/４３ ４9/５５/５１/５１ 

  入学後の教育の中身を充実させて、生徒の希望に応じた大学進学の結果を残すこと

が課題となります。 

 

②②主主なな施施設設設設備備及及びび財財務務計計画画のの実実績績とと課課題題  

AA)) 体体育育館館上上ググラランンドドのの人人工工芝芝ののリリニニュューーアアルル  

体育館上グラウンドの人工芝を全面張替えました。併せてグラウンドの夜間照明をＬ

ＥＤ化して照度を向上させました。  

BB))  校校内内LLAANN環環境境のの向向上上  

校内無線LANをWi-Fi６に更新し、授業で使用するコンテンツの容量増加にも高速

で安定したアクセスができる学習環境にしました。 

CC))  自自習習室室のの完完全全リリニニュューーアアルル  

事業計画にはありませんでしたが、高校３年生(卒業生)の教材未使用額の寄付金を

主な原資にして、自習室をリニューアルして個別ブース付の自習室を設置しました。 

DD))  補補助助金金及及びび寄寄付付金金のの獲獲得得  

経常費補助金以外の主な補助金､寄付等は以下のとおりです。 

・一般寄付金募集事業(個人) ： 令和５年度から事業開始。寄付金額３.２百万円 

・高校３年生教材費未使用額 ： 保護者有志から寄付合計１.５百万円 

・デジタル教 育 環 境 整 備 ： 校内ネットワーク整備等助成金５.２百万円 

・高等学校新入生端末整備 ： 生徒端末購入助成金４.６百万円 

・省 エネ設 備 LED等導 入 ： 省エネ設備等導入補助金４.１百万円 

・高 等 学 校外部 検 定試験 ： 外部検定試験助成金２.５百万円 

今後とも、補助金等を活用しながら生徒の安心・安全な教育環境確保と時代に応じ

た施設設備を設置することが必要です。 

EE))  令令和和６６年年度度決決算算のの概概要要  

事業活動収入は１,５５４百万円(予算比＋７０百万円)、事業活動支出は１,５１３百万

円(同＋３８百万円)となりました。 

収入・支出の主な増減要因は､令和６年度からの東京都授業料軽減助成金の所得

制限撤廃制度変更等に伴う学生生徒等納付金△１６７百万円と経常費補助金＋１７９

百万円、退職者増に伴う人件費＋３９百万円、退職財団交付金＋４２百万円、その他

特別収入として補助金収入＋１０百万円等があります。 

収支差額面では、基本金組入前当年度収支差額が４２百万円(予算比＋３１百万

円)の黒字となりました。 

－ 42－



 
 

43 
 

今後とも各種収入の増強と経費節減等による収支バランスのとれた経営を目指しま

す。 

 

【【事事業業実実績績一一覧覧】】  

（（１１））教教学学関関係係のの主主要要事事業業実実績績                                                      （単位：百万円） 

事事  業業  名名  称称  事事業業実実績績等等  予予  算算  実実  績績  差差  異異  

１１..教教学学関関係係  

1) 教育課程表の改

定 

 

 

2) 教育の質の向

上、出口実績向

上に向けた選抜

クラスとコース制

の改善及び習熟

度クラス編成 

3) 授業改革・研修 

 

 

4) 進路指導 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２２..入入試試関関係係  

1) 募集広報戦略 

 

 

 

 

1) 高校での効率的かつ幅広い科目選択を

可能にするため、高校課程の生物基礎

および数学ⅠＡを中学３年で先行履修

する中学教育課程表を策定しました。 

2) 高校における選抜クラスを継続するとと

もに、一般クラスの学力伸長のために、

高校１年の数学・英語で習熟度別授業

を導入しました。 

 

 

3) 授業アンケートを継続して実施し、生徒

からの評価を通じて、各教員・教科・学

年の課題を抽出し、改善に努めました。 

4) 「進路シラバス」に沿って、中学１年か

ら、将来を見据えた進路指導を行いまし

た。外部講師による講演会、高大連携

の一環としての医大見学会・Summer 

Seminａrは、進路を考える行事として定

着してきました。 

5) 生徒の自学自習を促すために、学習ア

プリ「スタディサプリ」を導入しました。自

習室には卒業生をチューターとして採

用し、高校生全体に利用の幅を広げま

した。 

 

 

1) 内外の学校説明会では、ドイツとの繋が

りや環境教育、構成校大学との高大連

携など、本校の特色ある教育をアピール

しました。また、学校体験会を１回、部活
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2) 情報発信の更な

る工夫 

 

 

 

 

３３..教教育育活活動動関関係係  

1) 行事 

 

 

 

 

 

 

2) 課外活動 

 

 

 

 

 

3) グローバル教育

（国際交流） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動体験会を６回実施し、本校の魅力を直

接受験生に伝えることができました。 

2) 受験生や保護者などに学校のことを知

ってもらうため、SNSの活用を進め、

Instagramでは広く本校の魅力を、LINE

では入試情報を配信し、多くの獨協ファ

ンを獲得することができました。 

 

 

1) 夏休みの臨海学校（中Ⅰ）林間学校（中

Ⅱ）は例年通りクラス単位で６クラス実施

することができました。奈良京都の修学旅

行（中Ⅲ）についても、自主研修を多く取

り入れ、充実したものになりました。ハワイ

修学旅行（高２）については、ハワイ大学

の学生との交流が定着してきました。 

2) 部活動では、アーチェリー部が長崎で行

われたインターハイに出場したほか、英

語ディベート部はワールドスカラーズカッ

プで国内予選を勝ち抜き、バンコクで行

われたグローバルラウンドに出場しまし

た。 

3) 令和６年度に創設した部署「国際交流支

援センター」を中心に、海外との交流を

進めました。中でも、ドイツのパートナシ

ップ協定提携校２校との交流が進み、６

月にはエコレアインターナショナルスクー

ル（シュベリーン）の、１１月にはケーテコ

ルビッツギムナジウム（ハノーファー）の

生徒が来校し、本校生徒とともに環境や

平和を考える活動を行いました。夏休み

のドイツスタディツアーでは、高校１・２年

生の生徒がハノーファーでホームステイ

を行い、学ぶことができました。また、１０

月からオンラインで交流を行っていた

SMA Muhammadiyah 1 Yogyakarta（イン

ドネシア）の高校生が１２月に来日し、交
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4) 海外研修 

 

 

 

 

 

5) 環境教育 

 

 

 

 

 

 

  

流を行いました。 

4) 夏休みの英語圏への研修旅行として、

令和６年度よりイギリスコッツウォルズで

のホームステイとニュージーランド短期

留学が始まり、それぞれの目的に応じ

て、中学３年・高校１年の生徒たちが参

加しました。 

5) ビオトープや屋上菜園については、緑の

ネットワーク委員会の生徒による継続し

た活動によって、都会における自然環境

を学ぶ場として、維持されました。また、

夏休み中に実施したイエローストーンサ

イエンスツアー（アメリカ）には１９名の生

徒が参加し、生物や環境問題に興味の

ある生徒たちの刺激となりました。 

 

 

1.8 
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（（２２））施施設設・・設設備備関関係係おおよよびび組組織織関関係係のの主主要要事事業業実実績績                          （単位：百万円）  

事事  業業  名名  称称  事事業業実実績績等等  予予  算算  実実  績績  差差  異異  

１１..施施設設設設備備関関係係  

 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

①オルフィス更新 

②アクセスポイントWi-Fi6化 

③校舎屋上一部防水工事 

④体育館上グラウンド人工芝更新 

⑤体育館上照明のLED化 

⑥エレベーターリニューアル（第２期） 

⑦校舎内ダウンライトLED化 

⑧玄関鍵の防犯電子ロック化 

⑨体育館防犯カメラ新設 

⑩プロジェクター一部更新(教室・小講堂) 

⑪自習室リニューアル 

102.3 

 

(5.3) 

(12.0) 

(10.0) 

(30.0) 

(2.0)  

(25.0) 

(7.0) 

(4.0) 

(2.0) 

(5.0) 

(－) 

 94.3 

 

(5.3) 

(11.3) 

(9.4) 

(30.0) 

(2.0)  

(22.7) 

(6.2) 

(3.7) 

(－) 

(1.6) 

(2.1) 

 8.0 

 

(0.0) 

(0.7) 

(0.6) 

(0.0) 

(0.0)  

(2.3) 

(0.8) 

(0.3) 

(2.0) 

(3.4) 

(△2.1) 

 

 

    

※（ ）内は内訳 
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（（６６））獨獨協協埼埼玉玉中中学学高高等等学学校校  

１１）） 主主要要なな方方針針・・施施策策  

「自ら考え、判断し、行動できる若者を育てる」という教育方針に基づき、教育内容の

充実、受験環境の整備に取り組みました。生徒全員が各々１台のChromebookを保有す

るICT環境の効果的な活用並びにきめ細やかな指導を目的とした授業編成、クラス編成

などをベースとして、授業体制の一層の向上・多様化に取り組むと共に、生徒の情報活

用能力や学習効果の更なる向上を目指し、注力しました。加えて、令和６年度より、更な

る自学自習の意欲向上と実践を推進すべく、質問型個別指導を行う学習支援プログラ

ムを導入しました。多くの生徒が同プログラムを活用し、これまで以上に自学自習に取り

組んでいます。また、併設大学への進学実績と他大学への進学実績を併せ持つ幅広

い進路選択が可能な学校として、併設大学の協力を得ながらの更なる高大連携強化並

びに他大学への進学実績伸長に向け取り組みました。 

国際理解教育、外国語教育については、実体験を通じて答えが一つではない課題

への対応力向上や多様な立場・価値観に対する理解力の醸成並びに英語力の更なる

向上を目指し注力しました。 

財務面においては、安定的な収入の確保と共に、施設・設備の修繕・更新やICT環

境整備等の支出を見据え、限られた財源の有効活用に努めました。 

 

２２）） 主主なな事事業業実実績績  

①①教教学学関関係係  

AA))  授授業業編編成成及及びびククララスス編編成成  

きめ細やかな指導を目的として、英語・数学の少人数習熟度別授業や一貫生を対

象とした高校１年における選抜クラス設定、高校２年における一貫生・外進生混合の

文系・理系別選抜クラス並びに高校３年のコース別クラス編成などが定着し、大学進

学実績の伸長に結びついてきています。１７年目を迎えた獨協コースにつきましても、

大学の協力を得ながらの連携により堅調に進捗しました。 

BB))  国国際際理理解解教教育育 

国際理解教育、外国語教育の更なる推進・充実を図るべく、以下のプログラムを 

実施しました。 

   ・ニュージーランドターム留学（高校１・２年） 

   ・シンガポール夏季語学研修（高校２年） 

   ・グローバルスタディーズプログラム（高校１年） 

   ・イングリッシュ・サマーキャンプ（中学２年） 

   ・Levin Intermediate School校（ニュージーランド）との姉妹校交流 

   ・Steinbart Gymnasium校（ドイツ）との姉妹校交流  等 

CC))  外外国国語語教教育育 

「語学の獨協」の精神を受け継ぎ、英語の４技能力の育成を一層推進するために、
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ネイティブ教員４名によるクラスを２分割した少人数授業を継続しました。更に、中学２

年でのイングリッシュ・サマーキャンプ、中学における５ラウンドシステム、高校１年での

全員参加型のスピーチコンテストなど、英語関連イベントの充実に取り組みました。ま

た、４技能力育成の一環として、英検、TOEICなどの外部試験の受験を積極的に進

めました。加えて、高校段階でのドイツ語学習の機会をこれまで通り維持しました。 

DD))  自自学学自自習習力力 

自学自習力の向上等を目的として、高校２年の希望者を対象としたサマーセミナー

を合宿形式で実施しました。加えて、令和６年度より、更なる自学自習の意欲向上と

実践を目指し、質問型個別指導を行う学習支援プログラムを導入しました。多くの生

徒が、同プログラムを活用し、これまで以上に自学自習に取り組んでいます。 

EE))  教教員員のの教教育育力力向向上上  

過年度より実施している生徒による「授業評価」については、教科会と学年会を通じ

た全教員による分析結果の共有により、更なる授業の質向上に取り組みました。加え

て、夏季休暇中の教員研修実施や問題点を抽出し認識するための教員相互間の公

開授業、更には、外部での研修制度や個別指導の実施などを通じて、全教員の教育

力向上に取り組みました。 

  

②②管管理理運運営営関関係係  

AA))  ホホーームムペペーージジのの充充実実  

本校の魅力をより多くの方々に知っていただけるように、訴求力のあるホームページ

作りに取り組むと共に、積極的に活用し、情報発信力の一層の向上に注力しました。 

BB))  ススククーールルWWeebbのの監監視視  

生徒プロフ、掲示板、裏サイトを検索・監視し、生徒のネットいじめ、トラブルの防止

及び個人情報の保護に注力しました。 

CC))  IICCTT環環境境のの更更ななるる整整備備・・活活用用  

新型コロナウィルス感染拡大など、今後も起こり得る緊急時の対応も念頭に置き、

ICTの更なる活用に取り組みました。また、生徒全員が各々１台のChromebookを保

有・活用する体制が構築されており、授業体制等の一層の向上・多様化並びに生徒

の情報活用能力向上、学習効果の更なる向上に取り組みました。加えて、教職員の

業務負担軽減を図るべく、情報の蓄積・共有化、情報伝達の効率化、業務処理の効

率化等に注力しました。 

 

③③施施設設・・設設備備関関係係  

ICT環境の維持・向上に留意すると共に、安全性・快適性の確保に留意した施設・

設備の維持・整備に取り組みました。具体的な案件としては、第１体育館における空

調設備設置、受変電設備容量増設、中学棟全教室の出入口ドア更新、テニスコート

改修、バレーボールネット支柱の交換、自販機増設工事、消火栓配管工事、特別教
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室防水工事、高置水槽降水管バルブ更新、第２体育館・屋外のバスケットボード交換、

プロジェクター修理、プールサイドの補修、受水槽メーター交換、可動式黒板のチェ

ーン修繕、道路側側溝の汚泥撤去、赤外線オイルヒーターの購入、ウォータークーラ

ー設置、選定図書・楽器の購入等となります。 

 

【【事事業業実実績績一一覧覧】】  

（単位：百万円） 

事事  業業  名名  称称  事事業業実実績績等等  予予  算算  実実  績績  差差  異異  

１１..教教学学関関係係  

1) 授業編成及びクラス編

成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 国際理解教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 外国語教育 

 

 

 

 

 

 

1) きめ細やかな指導を目的として、英

語・数学の少人数習熟度別授業や一

貫生を対象とした高校１年における選

抜クラス設定、高校２年における一貫

生・外進生混合の文系・理系別選抜ク

ラス並びに高校３年のコース別クラス

編成などが定着し、大学進学実績の

伸長に結びついてきています。１７年

目を迎えた獨協コースにつきましても、

大学の協力を得ながらの連携により堅

調に進捗しました。 

2) 国際理解教育、外国語教育の更なる

推進・充実を図るべく、以下のプログラ

ムを実施しました。 

・ニュージーランドターム留学 

・シンガポール夏季語学研修 

・グローバルスタディーズプログラム 

・イングリッシュ・サマーキャンプ 

・Levin Intermediate School校（NZL）

との姉妹校交流 

・Steinbart Gymnasium校 (DEU)との

姉妹校交流   等 

3) 「語学の獨協」の精神を受け継ぎ、英

語の４技能力の育成を一層推進する

ために、ネイティブ教員４名によるクラ

スを２分割した少人数授業を継続しま

した。更に、中学２年でのイングリッシ

ュ・サマーキャンプ、中学における５ラ

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 － 
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－ 
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4) 自学自習力 

 

 

 

 

 

 

 

 

5) 教員の教育力向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２..管管理理運運営営関関係係  

1) ホームページの充実 

 

 

 

 

2) スクールＷebの監視 

 

 

ウンドシステム、高校１年での全員参

加型のスピーチコンテストなど、英語

関連イベントの充実に取り組みました。

また、４技能力育成の一環として、英

検、TOEIC などの外部試験の受験を

積極的に進めました。加えて、高校段

階でのドイツ語学習の機会をこれまで

通り維持しました。 

4) 自学自習力の向上等を目的として、高

校２年の希望者を対象としたサマーセ

ミナーを合宿形式で実施しました。加

えて、令和６年度より、更なる自学自習

の意欲向上と実践を目指し、質問型

個別指導を行う学習支援プログラムを

導入しました。多くの生徒が、同プログ

ラムを活用し、これまで以上に自学自

習に取り組んでいます。 

5) 過年度より実施している生徒による「授

業評価」については、教科会と学年会

を通じた全教員による分析結果の共

有により、更なる授業の質の向上を図

るべく取り組みました。加えて、夏季休

暇中の教員研修実施や問題点を抽出

するための教員相互間の公開授業、

更には、外部での研修制度や個別指

導の実施などを通じて、全教員の教育

力向上に取り組みました。 

 

 

1) 本校の魅力をより多くの方々に知って

いただけるように、訴求力のあるホーム

ページ作りに取り組むと共に、積極的

に活用し、情報発信力の一層の向上

に注力しました。 

2) 生徒プロフ、掲示板、裏サイトを検索・

監視し、生徒のネットいじめ、トラブル

の防止及び個人情報の保護に注力し
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3) ＩＣＴ環境の整備・活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３..施施設設設設備備関関係係  

1) 第１体育館における空

調設備設置 

2) 受変電設備容量増設 

3) 中学棟全教室の出入

口ドア更新 

4) テニスコート改修 

5) バレーボールネット支
柱交換 

6) 自販機増設工事 

7) 消火栓配管工事 

8) 特別教室防水工事 

9) 高置水槽降水管バル
ブ更新 

10) 第２体育館・屋外のバ

スケットボード交換 

11) プロジェクター修理 

 

12) プールサイドの補修 

13) 受水槽メーター交換 

 

14) 可動式黒板のチェー

ン修繕 

ました。 

3) 新型コロナウィルス感染拡大など、今後

も起こり得る緊急時の対応も念頭に置

き、ICTの更なる活用に取り組みました。

また、生徒全員が各々１台Chromebook

を保有・活用する体制が構築されてお

り、授業体制等の一層の向上・多様化

並びに生徒の情報活用能力向上、学

習効果の更なる向上に取り組みました。 

加えて、教職員の業務負担軽減を図る

べく、情報の蓄積・共有化、情報伝達の

効率化、業務処理の効率化等に注力し

ました。 

 

 

1) 第１体育館に空調設備を設置しまし

た。 

2) 受変電設備の容量を増設しました。 

3) 中学棟全教室の出入口ドアを更新しま

した。 

4) テニスコートを改修しました。 

5) 経年劣化により、バレーボールネット支

柱を交換しました 

6) 食品自販機を増設しました。 

7) 消火栓配管を修繕しました。 

8) 特別教室の防水工事を行いました。 

9) 経年劣化により、高置水槽降水管のバ

ルブを更新しました。 

10) 経年劣化により、第２体育館・屋外の

バスケットボードを交換しました。 

11) プロジェクターの不具合を修理しまし

た。 

12) プールサイドの補修を行いました。 

13) 経年劣化により、受水槽メーターを交

換しました。 

14) 不具合が生じた可動式黒板のチェー

ンを修理しました。 
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32.0 

 

13.0 
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0.1 
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34.8 

 

13.2 

12.3 

 

3.4 
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△2.8 

 

△0.2 

△12.3 
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0.0 

 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

 

0.0 

 

0.0 
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0.0 

 

0.0 
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15) 道路側の側溝汚泥撤

去 

16) 赤外線オイルヒータ
ーの購入 

17) ウォータークーラー増

設 

18) 選定図書購入 

 

15) 道路側にある側溝の汚泥を撤去しま

した。 

16) 赤外線オイルヒーターを購入しまし

た。 

17) ウォータークーラーを増設しました。 

 

18) 選定図書を購入しました。 

0.7 

 

0.4 

 

0.5 

 

1.3 

0.7 

 

0.4 

 

0.5 

 

1.3 

0.0 

 

0.0 

 

0.0 

 

0.0 

 

以 上 
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Ⅲ．財務の概要 

 

1. 学校法人会計について 

学校法人は、１９７１年に制定された「学校法人会計基準」（文部科学省）に従い

会計処理を行い、所定の計算書類を作成し、公認会計士または会計監査人の監

査報告書を添付した上で、所轄庁へ提出しなければならないと定められていま

す。 

 

（１）計算書類について 

平成２５年に「学校法人会計基準」の一部が改正され、現在学校法人が作成し

なければならない計算書類は、資金収支計算書及びこれに附属する内訳表並び

に活動区分収支計算書並びに事業活動収支計算書及びこれに附属する内訳表

並びに貸借対照表及びこれに附属する明細表となっています。主な計算書類の

概要は以下のとおりです。 

１） 資金収支計算書 

資金収支計算書は、会計期間（当年度）において、収入が借入金に依存する

ことなく自己資金中心に賄われているか、支出においては借入金の返済や資本

的支出である施設・設備関係支出の状況は適切か等、主に資金の「入りと出」の

顛末を見るための計算書です。なお、この計算書の翌年度繰越支払資金残高

は貸借対照表の現金預金残高に一致します。 

２） 事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書は、会計期間（当年度）の事業活動における収入と支

出の内容及び均衡の状態を示しています。減価償却額等の資金支出のないも

のも含まれており、企業会計の損益計算書に近いものです。なお、この計算書

の翌年度繰越収支差額は貸借対照表の翌年度繰越収支差額に一致します。 

３） 貸借対照表 

貸借対照表は、一時点（決算日）における資産、負債及び純資産の内容並び

に在り高から、財務状態を見るための計算書です。学校法人会計基準では、取

得した資産を取得価額で計上しており、固定資産のうち建物等は定額法による

減価償却を毎年度行っています。 

また、学校法人会計では基本金があります。これは、学校法人が教育研究活

動を行う上で維持すべき資産の金額で、第１号基本金（施設・設備などの固定

資産の取得額）や第２号基本金（将来の建物等の固定資産取得への備え）等の

積立てた資産の額を示しています。 
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基本金の種類と内容は次のとおりです。 

 内容 

第 1 号 

基本金 
施設・設備などの固定資産（図書を含む）の取得額 

第 2 号 

基本金 
将来の固定資産を取得するために、事前に留保した資産の額 

第 3 号 

基本金 
奨学金等の基金として保持し運用する金銭等資産の額 

第 4 号 

基本金 
恒常的に保持すべき運転資金の額 

 

（２） 学校法人会計の特徴と企業会計との比較 

学校法人の目的は教育研究活動であり、営利を目的とする企業（株式会社等）

とは基本的に異なります。また、学校法人会計は原則として予算主義であり、会計

期間の収支と顛末から計画（予算）のとおり事業が遂行されたかどうか、また一時

点（決算日）の財政状況を見ることに視点が置かれています。 

このため、学校法人会計と企業会計とは目的や計算書類等は一致しませんが、

比較をすると主な事項は次のとおりです。 

 

 学校法人会計 企業会計 

目的 教育研究活動 

（非営利） 

経済活動 

（営利） 

会計基準 学校法人会計基準 企業会計基準 

基本的な財産 基本金（自己所有財産） 資本金（株主出資） 

余剰金分配 なし 株主配当等 

主な計算書類 

 

 

資金収支計算書 

事業活動収支計算書 

貸借対照表 

キャッシュ・フロー計算書 

損益計算書 

貸借対照表 
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２． 令和６年度決算 

令和２年４月の改正私立学校法施行に伴い、学校法人は毎会計年度終了後２

月以内に文部科学省令で定めるところにより、財産目録、貸借対照表、収支計算

書、事業報告書及び役員等名簿を作成し、監査報告書及び役員に対する報酬等

の支給の基準等とあわせてインターネットにより公表することとなりました。 

 

（１） 決算概要 

１） 事業活動収支計算書 

事業活動収入合計は１，２５９億７９百万円（予算比２０億２３百万円減少）と 

なりました。主な収入は、医療収入が９８０億８６百万円、学生生徒等納付金が

１８０億２３百万円、経常費等補助金収入が５４億７７百万円、寄付金収入６億６

８百万円等を計上しております。予算比の主な要因は、医療収入が前年度比

では増加するも予算比で１９億９３百万円減少したほか、学生生徒納付金が予

算比１億９５百万円、寄付金収入が同８億４百万円それぞれ減少したことによる

ものです。なお事業活動収入合計に占める医療収入の割合は７７．９％となり

ます。 

事業活動支出合計は１，２６８億７３百万円（予算比１３億１６百万円減少）と

なりました。主な支出は、人件費５０４億２０百万円、教育研究経費７０７億５９百

万円（うち医療経費４３６億２２百万円）、管理経費は５４億８３百万円となりまし

た。予算比の主な要因は、人件費が予算比８億５５百万円増加しましたが、教

育研究経費が予算比１４億６０百万円、管理経費が同１億９６百万円、資産処

分差額が同４億８２百万円それぞれ減少したことによるものです。また、基本金

組入額は１０３億１７百万円です。 

以上から、基本金組入前当年度収支差額は予算を７億７百万円下回り、８

億９４百万円の支出超過となりました。 

２） 資金収支計算書 

当年度収入合計は、主に補助金収入が予算比で増加し寄付金収入や医療

収入が予算比で減少した結果、２，０１９億８０百万円となり予算を４９億１８百万

円上回りました。 

当年度支出合計は、教育研究経費支出や施設関係支出、設備関係支出な

どが予算比で減少し人件費や資産運用支出などが予算比で増加した結果、２，

０１９億８０百万円となり予算を４９億１８百万円上回りました。 

以上から、翌年度繰越支払資金は２９９億２７百万円となり、予算を５０億４２

百万円上回りました。 
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（２）計算書類

(ア) 貸借対照表 （単位：千円）
年　度　

　科　目
　固定資産 163,563,151 164,035,571 176,221,241 184,452,206 187,037,303

　流動資産 45,187,980 56,944,345 59,182,342 50,170,621 49,695,366

　資産の部合計 208,751,132 220,979,916 235,403,583 234,622,827 236,732,669

　固定負債 37,851,176 36,384,948 37,884,843 36,076,486 38,357,653

　流動負債 21,926,892 20,805,852 23,410,777 21,680,896 22,403,155

　負債の部合計 59,778,068 57,190,801 61,295,620 57,757,382 60,760,807

　基本金 276,357,362 282,169,563 289,211,216 299,269,498 309,571,931

　繰越収支差額 △ 127,384,298 △ 118,380,448 △ 115,103,253 △ 122,404,053 △ 133,600,069

　純資産の部合計 148,973,064 163,789,115 174,107,963 176,865,445 175,971,862

　負債及び純資産の部合計 208,751,132 220,979,916 235,403,583 234,622,827 236,732,669

(イ) 資金収支計算書 （単位：千円）
年　度　

　科　目
　学生生徒等納付金収入 19,276,281 18,737,649 18,284,518 18,253,225 18,023,188

　手数料収入 730,163 771,088 695,390 794,459 774,565

　寄付金収入 2,018,149 2,135,486 2,244,103 1,704,553 660,424

　補助金収入 9,326,561 15,697,546 15,071,792 7,360,322 5,700,163

　資産売却収入 374,527 10,849 70,837 285,276 4,000

　付随事業・収益事業収入 620,718 730,999 749,288 792,579 815,195

　医療収入 82,104,733 88,718,418 90,136,837 94,750,531 98,085,668

　受取利息・配当金収入 67,428 64,467 73,211 82,425 124,409

　雑収入 1,418,292 1,568,245 1,558,866 1,763,267 1,710,301

　借入金等収入 0 2,800,000 3,000,000 1,448,300 4,396,600

　前受金収入 3,638,385 3,744,264 3,621,471 3,509,677 3,483,385

　その他の収入 36,544,348 40,747,559 46,435,544 56,665,912 57,406,846

　資金収入調整勘定 △ 18,966,733 △ 22,752,020 △ 25,904,339 △ 19,999,405 △ 20,226,298

　前年度繰越支払資金 22,236,024 27,357,250 35,069,320 34,220,237 31,021,781

　収入の部合計 159,388,876 180,331,800 191,106,839 201,631,359 201,980,226

　人件費支出 46,388,537 46,715,870 47,543,400 49,081,512 49,912,738

　教育研究経費支出 48,830,383 52,480,614 56,705,477 60,293,097 62,973,745

　管理経費支出 3,870,282 4,260,114 5,510,514 4,440,026 4,642,565

　借入金等利息支出 37,991 32,379 32,149 29,176 30,271

　借入金等返済支出 2,023,530 3,113,330 3,135,830 3,235,380 3,240,220

　施設関係支出 2,281,441 5,170,335 8,273,058 6,853,628 5,954,949

　設備関係支出 4,308,644 3,199,235 5,790,877 3,474,395 5,051,240

　資産運用支出 23,637,312 25,984,042 32,660,775 39,347,895 39,876,472

　その他の支出 17,281,006 17,900,292 17,670,030 20,322,648 18,529,745

　資金支出調整勘定 △ 16,627,499 △ 13,593,732 △ 20,435,508 △ 16,468,180 △ 18,158,586

　翌年度繰越支払資金 27,357,250 35,069,320 34,220,237 31,021,781 29,926,868

　支出の部合計 159,388,876 180,331,800 191,106,839 201,631,359 201,980,226

令和6年度末

令和6年度

令和5年度末

令和5年度

令和4年度末

令和4年度

支
　
出
　
の
　
部

収
　
入
　
の
　
部

令和3年度末

令和3年度

令和2年度末

令和2年度
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(ウ) 活動区分資金収支計算書 （単位：千円）

年　　度　　
科　　目

19,276,281 18,737,649 18,284,518 18,253,225 18,023,188

730,163 771,088 695,390 794,459 774,565

1,817,068 1,960,085 2,004,529 1,441,932 429,541

201,081 170,601 223,574 252,621 230,882

8,942,578 13,020,733 13,382,525 7,295,580 5,476,584

620,718 730,999 749,288 792,579 815,195

82,104,733 88,718,418 90,136,837 94,750,531 98,085,668

1,392,621 1,488,244 1,464,529 1,705,615 1,632,286

115,085,243 125,597,818 126,941,190 125,286,544 125,467,909

46,388,537 46,715,870 47,543,400 49,081,512 49,912,738

48,830,383 52,480,614 56,705,477 60,293,097 62,973,745

3,861,066 4,254,684 5,486,349 4,425,048 4,612,410

99,079,986 103,451,167 109,735,227 113,799,657 117,498,894

16,005,257 22,146,651 17,205,963 11,486,887 7,969,015

△ 1,465,040 △ 3,661,773 △ 159,219 3,961,544 141,022

14,540,217 18,484,878 17,046,744 15,448,431 8,110,037

0 4,800 16,000 10,000 0

383,983 2,676,813 1,689,267 64,741 223,579

274,527 10,849 70,837 285,276 4,000

6,558,319 9,488,319 12,218,319 17,748,319 24,478,319

0 0 0 0 0

7,216,829 12,180,781 13,994,423 18,108,336 24,705,898

2,281,441 5,170,335 8,273,058 6,853,628 5,954,949

4,308,644 3,199,235 5,790,877 3,474,395 5,051,240

9,488,316 12,218,316 17,748,318 24,478,319 24,508,319

16,078,401 20,587,886 31,812,253 34,806,342 35,514,508

△ 8,861,572 △ 8,407,105 △ 17,817,830 △ 16,698,006 △ 10,808,610

1,171,833 △ 2,786,578 1,386,585 △ 289,478 764,209

△ 7,689,739 △ 11,193,682 △ 16,431,245 △ 16,987,484 △ 10,044,401

6,850,478 7,291,196 615,499 △ 1,539,054 △ 1,934,364

0 2,800,000 3,000,000 1,448,300 4,396,600

100,000 0 0 0 0

14,222,666 14,269,066 13,365,796 14,912,526 14,869,646

67,428 64,467 73,211 82,425 124,409

1,743,981 1,881,399 1,964,357 1,924,499 1,933,986

16,134,075 19,014,932 18,403,364 18,367,750 21,324,640

2,023,530 3,113,330 3,135,830 3,235,380 3,240,220

14,048,996 13,765,726 14,912,456 14,869,576 15,368,203

37,991 32,379 32,149 29,176 30,271

1,834,899 1,756,033 1,842,764 1,884,580 1,892,204

17,945,416 18,667,469 19,923,199 20,018,713 20,530,898

　差引 △ 1,811,341 347,463 △ 1,519,836 △ 1,650,963 793,743

　調整勘定等 82,089 73,412 55,254 △ 8,440 45,708

△ 1,729,253 420,875 △ 1,464,582 △ 1,659,403 839,451

5,121,225 7,712,071 △ 849,083 △ 3,198,457 △ 1,094,913

22,236,024 27,357,250 35,069,320 34,220,237 31,021,781

27,357,250 35,069,320 34,220,237 31,021,781 29,926,868

令和6年度令和5年度令和4年度

施
設
設
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

　借入金等収入

　施設設備等活動資金収支差額

　施設設備売却収入

　特定資産繰入支出

　差引

　調整勘定等

支
　
出

収
　
入

　教育研究経費支出

　管理経費支出

支
　
出

　手数料収入

　特別寄付金収入

　一般寄付金収入

　医療収入

収
　
入

　施設設備補助金収入

　翌年度繰越支払資金

　その他の活動資金収入計

　その他の活動資金支出計

　その他の活動資金収支差額

　受取利息・配当金収入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

　　支払資金の増減額
　　　　　（小計＋その他の活動資金収支差額）

　その他の施設設備等活動資金収入

　借入金等利息支出

　教育活動資金収支差額

　施設設備等活動資金収入計

　特定資産取崩収入

　雑収入

　調整勘定等

　借入金等返済支出

　設備関係支出

　施設設備等活動資金支出計

　人件費支出

　教育活動資金支出計

　教育活動資金収入計

　学生生徒等納付金収入

令和3年度令和2年度

　特定資産繰入支出

　　小計（教育活動資金収支差額
　　　　　　　＋施設設備等活動資金収支差額）

　差引

　付随事業収入

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

　経常費等補助金収入

　施設設備寄付金収入

支
　
出

　前年度繰越支払資金

　特定資産取崩収入

収
　
入

　施設関係支出

　有価証券売却収入

　その他の活動資金収入

　その他の活動資金支出
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（エ） 事業活動収支計算書 （単位：千円）

年　　度
科　　目

19,276,281 18,737,649 18,284,518 18,253,225 18,023,188

730,163 771,088 695,390 794,459 774,565

2,032,316 2,136,864 2,237,395 1,699,448 668,497

8,942,578 13,020,733 13,382,525 7,295,580 5,476,584

620,718 730,999 749,288 792,579 815,195

82,104,733 88,718,418 90,136,837 94,750,531 98,085,668

1,392,731 1,488,294 1,464,610 1,705,615 1,632,286

115,099,520 125,604,046 126,950,562 125,291,438 125,475,982

46,177,667 46,776,465 47,310,323 49,331,661 50,420,171

58,176,511 61,227,896 64,747,450 68,156,040 70,758,574

4,648,073 4,997,341 6,252,032 5,282,059 5,482,781

50,779 52,767 96,438 68,812 88,419

109,053,030 113,054,470 118,406,242 122,838,573 126,749,945

6,046,490 12,549,576 8,544,321 2,452,865 △ 1,273,963

67,501 64,539 73,281 82,494 124,412

0 0 0 0 0

67,501 64,539 73,281 82,494 124,412

37,991 32,379 32,149 29,176 30,271

0 0 0 0 0

37,991 32,379 32,149 29,176 30,271

29,510 32,160 41,132 53,318 94,141

6,076,000 12,581,736 8,585,453 2,506,183 △ 1,179,822

4,991 346 18,595 179,090 156

461,669 2,951,413 1,892,884 190,656 378,932

466,660 2,951,759 1,911,478 369,746 379,088

53,287 712,013 153,919 99,669 62,695

153,634 5,431 24,165 18,778 30,154

206,921 717,444 178,084 118,447 92,850

259,739 2,234,315 1,733,395 251,299 286,238

6,335,739 14,816,052 10,318,847 2,757,482 △ 893,583

△ 3,471,243 △ 6,312,201 △ 7,341,653 △ 10,058,282 △ 10,317,432

2,864,496 8,503,850 2,977,195 △ 7,300,800 △ 11,211,016

△ 130,448,985 △ 127,384,298 △ 118,380,448 △ 115,103,253 △ 122,404,053

200,192 500,000 300,000 0 15,000

△ 127,384,298 △ 118,380,448 △ 115,103,253 △ 122,404,053 △ 133,600,069

　（参考）

115,633,681 128,620,345 128,935,322 125,743,679 125,979,483

109,297,942 113,804,293 118,616,475 122,986,197 126,873,066

(オ) 主な財務比率
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

 事業活動収支差額比率 5.5% 11.5% 8.0% 2.2% -0.7%

 基本金組入後収支比率 97.4% 93.0% 97.6% 106.3% 109.7%

 学生生徒等納付金比率 16.7% 14.9% 14.4% 14.6% 14.3%

 人件費比率 40.1% 37.2% 37.2% 39.3% 40.1%

 教育研究経費比率 50.5% 48.7% 51.0% 54.4% 56.3%

 管理経費比率 4.0% 4.0% 4.9% 4.2% 4.4%

 流動比率 206.1% 273.7% 252.8% 231.4% 221.8%

 負債比率 40.1% 34.9% 35.2% 32.7% 34.5%

 純資産構成比率 71.4% 74.1% 74.0% 75.4% 74.3%

 基本金比率 94.3% 96.3% 94.6% 95.6% 95.8%

　教育活動資金収支差額比率 12.6% 14.7% 13.4% 12.3% 6.5%

※「経常収入」　＝　教育活動収入計　＋　教育活動外収入計

令和6年度

事
業
活
動

令和4年度

支
出
の
部

　管理経費/経常収入

　基本金組入前当年度収支差額

　事業活動収入　計

特
別
収
支

収
入
の
部

教育活動収支差額

　付随事業収入

事
業
活
動

　資産売却差額

　医療収入

　雑収入

　借入金等利息事
業
活
動

事
業
活
動

　教育活動収入　計

収
入
の
部

　教育研究経費

　教育活動外支出　計

　その他の教育活動外収入

　その他の教育活動外支出

　人件費

　管理経費

　徴収不能額等

　経常費等補助金

支
出
の
部

　流動資産/流動負債

　事業活動支出　計

特別収支差額

　特別支出　計

　その他の特別収支

　翌年度繰越収支差額

　基本金組入額合計

　その他の特別支出

比　　率　　名

　教育研究経費/経常収入

経常収支差額

支
出
の
部

　資産処分差額事
業
活
動

　当年度収支差額

　特別収入　計

教育活動資金収支差額
　　　　　/教育活動資金収入計

基本金組入前当年度収支差額
　　　　　　　　　　/事業活動収入

事業活動支出
/（事業活動収入-基本金組入額）

　学生生徒等納付金/経常収入

　人件費/経常収入

　前年度繰越収支差額

　基本金取崩額

　総負債/純資産

算　　式

　純資産/（総負債+純資産）

　基本金/基本金要組入額

　寄付金

令和3年度令和2年度

　手数料

　学生生徒納付金

教育活動外収支差額

令和5年度

教
育
活
動
収
支

　教育活動外収入　計

事
業
活
動

収
入
の
部

　受取利息・配当金

　教育活動支出　計

教
育
活
動
外
収
支
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（３） 有価証券（債券）の状況

区　　分

　国債 保有銘柄数　： 0

　地方債 保有銘柄数　： 11

　政府関係機関債等 保有銘柄数　： 12

　金融債・事業債 保有銘柄数　： 170

合　計 保有銘柄数　： 193

（４） 借入金の状況

利率（年） 返済期限

0.36% 令和 9年 2月1日

0.27% 令和10年 2月1日

0.27% 令和10年 8月1日

0.27% 令和16年10月2日

0.27% 令和14年11月1日

0.27% 令和15年7月1日

0.865% 令和17年3月31日

0.36% 令和 9年 2月1日

0.27% 令和10年 2月1日

0.27% 令和10年 8月1日

0.27% 令和16年10月2日

0.27% 令和14年11月1日

0.27% 令和15年7月1日

0.865% 令和17年3月31日

0.27% 令和 9年1月29日

0.27% 令和 9年1月30日

0.27% 令和 9年1月29日

- -

- -

（５） 寄付金の状況

金募集事業を開始しました。また、地域連携等の一環で本学園の教育研究にご協力を

18,084,525,000

200,000,000

寄付金は本学園の事業活動収入のうち約０ .５％を占めております。本学園で
は、各学校の卒業生や父母等を中心に近隣住民の皆様も含め幅広く寄付金を募
っています。獨協大学では令和４年度から「獨協大学学生サポート寄付金」の募集を、

頂いた寄付金については、学生生徒の安全安心やＩＣＴ教育環境整備を中心と
した施設設備の充実等に活用しております。

獨協中学・高等学校では令和５年度から、姫路獨協大学では令和６年度から一般寄付

頂いている企業の皆様からも多数の寄付を頂いております。

担保等

-

足利銀行 -

-

借 入 先

375,000,000

-

-

20,318,440,000

1,444,890,000

0

借入残高 （円）

17,509,680,000

20,984,525,000

1,400,000,000

時　　価 （円） 摘　　要帳簿価格 （円）

1,500,000,000

-

2,137,500,000

合　計 10,652,500,000

1,363,870,000

0

返済期限が1年以内の長期借入金

三菱ＵＦＪ銀行

三井住友銀行

埼玉りそな銀行

栃木銀行

438,750,000

1,350,000,000

100,000,000

200,000,000

-300,000,000

-

-438,750,000

562,500,000

-

875,000,000

300,000,000

875,000,000

-

1,350,000,000

150,000,000

-

562,500,000 -

-

-375,000,000

-

-

-

-62,500,000
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（６） 補助金の状況

補助金（経常費等補助金＋施設設備補助金）は本学園の事業活動収入のうち

約４．５％を占めております。本学園では、主に国庫補助金（大学等）や地方公共

団体補助金（中学・高等学校、看護専門学校、病院）を受けております。これらの

各種補助金により教育研究活動の一層の充実を図っております。 

なお、科学研究費補助金も含め各種補助金の経理については、文部科学省が

定める「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」に基づき、不

適切な支出を防止するため各校で厳格な管理を実施する他、学園本部内部監査

室による適切な監査を実施しております。 

（７）関連当事者等との取引状況

１）関連当事者

記載すべき事項はありません。

２）出資会社

本学園（学校法人）の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は

次のとおりです。

(ア) 獨協アカデミックサポートサービス株式会社

事業内容 教育研究支援、教育研究用機器管理等 

資本金の額 5,000,000 円 

学校法人の出資割合 100％ 

当該会社への債務保証 無し 

当該会社からの受入額 配当・寄付金他 6,600,000 円 

当該会社からの未収入金 無し 

当該会社への支払額 支払手数料他 186,795,125 円 

当該会社への未払金 16,831,375 円 

(イ) 株式会社獨協メディカルサービス

事業内容 医療機器等の斡旋、医療機器の保守修理等 

資本金の額 20,000,000 円 

学校法人の出資割合 100％ 

当該会社への債務保証 無し 

当該会社等からの受入額 配当・寄付金他 50,867,685 円 

当該会社等からの未収入金 200,332 円 

当該会社等への支払額 物品購入額他 17,749,878,200 円 

当該会社等への未払金 5,811,190,372 円 

※取引金額については、当該会社の子会社（株式会社獨協スタッフサービス）

との取引分を含みます。 
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(ウ) 株式会社 HDU アカデミックサービス 

事業内容 大学事務に関する請負業務等 

資本金の額 3,000,000 円 

学校法人の出資割合 100％ 

当該会社への債務保証 無し 

当該会社からの受入額 施設設備利用料他 170,250 円 

当該会社からの未収入金 無し 

当該会社への支払額 委託手数料他 14,079,232 円 

当該会社への未払金 1,100,000 円 

 

（８）財務上の経営状況及び分析 

事業活動収入計は、１，２５９億７９百万円で予算を２０億２３百万円下回りました。

大科目別では、学生生徒等納付金１８０億２３百万円（予算比△１億９５百万円）、

寄付金６億６８百万円（予算比△８億４百万円）、経常費等補助金５４億７７百万円

（予算比＋３億７７百万円）等を計上しております。 

事業活動支出計は、１，２６８億７３百万円で予算を１３億１６百万円下回りました。

大科目別では、人件費５０４億２０百万円（予算比＋８億５５百万円）、教育研究経

費７０７億５９百万円（予算比△１４億６０百万円）等を計上しております。 

上記より、基本金組入前当年度収支差額は予算を７億７百万円下回る△８億 

９４百万円となりました。経常収支差額は△１１億８０百万円でした。なお、医療収

入は９８０億８６百万円、医療経費は４３６億２２百万円を計上しております。 

年度末の総資産は２，３６７億３３百万円で純資産は１，７５９億円７２百万円です。

特定資産に計上した金融資産は前年度比１．３％増の３９８億７７百万円となり、借

入金は約定弁済が進んだものの新規借入（借替分含む）４３億９７百万円があった

結果、前年度比１２．２％増の１０６億５３百万円となりました。 

なお、主な財務指標については、（２）計算書類（オ）主な財務比率をご参照くだ

さい。 

 

（９）今後の方針・対応策 

令和７年度は、姫路獨協大学の経営改革を始め学園の諸課題を念頭に置き、

基本計画及び事業計画で予定した事業の着実な実行を目指しつつ、外部環境の

変化に機敏に対応し、各校において引き続き教学面、施設設備面及び学生サー

ビス面の充実を図り、地域に密着した教育・研究・医療機関としての責務を果たし

地域貢献を実現してまいります。また、私立学校法の改正を踏まえたガバナンス

強化と積極的な情報公開を進めることで、広く社会から評価されるよう努めてまい

ります。 

 

以上 
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